
（平成２３年１月１３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 41 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 32 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 56 件

国民年金関係 20 件

厚生年金関係 36 件

年金記録確認愛知地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



愛知国民年金 事案 2661 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50年 10月、同年 11月、54年２月及び同年３月の国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50年 10月及び同年 11月 

             ② 昭和 54年２月及び同年３月 

    申立期間の国民年金保険料は自宅に来ていた集金人に納付したはずであ

るので、申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 保険料の納付の事実が確認できるものは何も無いが、申立期間について、

保険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②は、いずれも２か月と短期間である上、申立人は 20 歳に

到達した昭和 45年＊月以降、60歳に到達するまでの国民年金加入期間におい

て、申立期間①及び②を除き保険料の未納は無い。 

また、申立人は、昭和 50 年２月に強制加入被保険者から任意加入被保険者

に種別変更し、引き続き国民年金に加入している上、定額保険料のほかに付加

保険料も納付し、保険料の前納制度も利用しているなど、年金制度への関心及

び保険料の納付意識は高かったことがうかがわれる。 

さらに、Ａ市の国民年金被保険者名簿によると、申立期間①及び②いずれも

前後の期間の保険料は現年度納付されていることが確認できる上、当時夫は継

続して同一会社の厚生年金保険被保険者であり、経済状況に変化は無かったと

考えられることから、申立期間①及び②のみが未納とされているのは不自然で

ある。 

加えて、申立人は申立期間の保険料を自宅に来ていた集金人に納付したとし

ているところ、Ａ市によれば、申立期間当時、同市における保険料の納付方法

は、集金人（国民年金協力員）による戸別集金が原則であったとしていること

から、申立人の主張に不自然な点はみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



愛知国民年金 事案 2662 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和41年３月及び51年１月から同年３月までの期間の国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年３月 

             ② 昭和 51年１月から同年３月まで 

    母親がＡ市Ｂ区役所で私の国民年金の加入手続を行い、私が婚姻（昭和

50年 10月）するまでは同区役所の集金人に両親や兄の分と一緒に国民年金

保険料を納付してくれていた。婚姻後については、私が妻の分と一緒に保険

料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は２期間で、合計しても４か月と短期間であり、かつ、申立期間を

除く国民年金加入期間において国民年金保険料の未納は無い。 

また、申立期間①については、当該期間の保険料を納付してくれていたとす

る母親は、国民年金制度発足当初の昭和 36年４月から 53年７月までの国民年

金加入期間において保険料の未納は無いことから、保険料の納付意識は高かっ

たことがうかがわれる。 

さらに、国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の国民年金手帳記号

番号は、昭和 41 年６月９日に払い出されていることから、この頃に申立人の

加入手続が行われたとみられる。この手帳記号番号払出日を基準とすると、申

立期間①の保険料は過年度納付が可能であり、前述のとおり保険料の納付意識

の高かった母親が申立人の加入手続を行いながら、申立期間①の保険料のみ納

付しなかったとは考え難く、母親が当該期間の保険料を過年度納付したと考え

ても不自然ではない。 

加えて、申立期間②については、申立人は、婚姻（昭和 50 年 10月）後の保



険料は自身が納付したとしているところ、申立人は、同年 10 月から厚生年金

保険被保険者資格を取得する前月の 61 年６月までの期間及び厚生年金保険被

保険者資格喪失後の平成６年１月から60歳到達の前月の18年＊月までの期間

の 22 年余りの国民年金加入期間において、申立期間②を除き保険料の未納は

無いことから、保険料の納付意識は高かったことがうかがわれる。 

このほか、申立人は、当時、保険料の徴収は集金人が行っていたと記憶して

いるが、昭和 51年４月又は同年５月頃、妻の昭和 49年度の１年分と夫婦二人

の申立期間②の保険料の未納の通知が届き、この未納分の保険料については、

集金人ではなく、納付書によりまとめて納付したとしているところ、ⅰ）申立

人は、婚姻後、申立期間②を含む 52 年２月８日までＡ市Ｃ区に居住している

ことが確認でき、同市では、53 年度末まで集金人（国民年金推進員）制度が

実施されており、集金人は３か月ごとに現年度保険料を徴収することとされ、

過年度保険料は取り扱っていなかったこと、ⅱ）妻の国民年金手帳記号番号は、

資格取得日を49年４月２日として50年10月27日に同区で払い出されており、

妻の加入手続時期を基準とすると、49 年度の保険料は過年度保険料となるこ

と、ⅲ）申立期間②の保険料は、申立人が記憶している未納通知が送付されて

きたとする時期からすると、過年度保険料となることから、これら未納とされ

た期間の過年度保険料を集金人ではなく、納付書により納付したとする申立人

の主張に不自然な点は見受けられない。このことから、申立人が申立期間②の

保険料を妻の未納とされていた期間の保険料と一緒に過年度納付書により納

付したと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①及び②の

国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



愛知国民年金 事案 2663 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年４月から 50 年３月までの期間及び 51 年１月から同年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められるこ

とから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年４月から 50年３月まで 

             ② 昭和 51年１月から同年３月まで 

    私は婚姻（昭和 50年 10月）後、Ａ市Ｂ区役所で国民年金の加入手続を行

った。国民年金保険料は夫が私の分と一緒に納付してくれていた。申立期間

が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は２期間で、合計しても 15 か月と比較的短期間であり、かつ、申

立期間を除く国民年金加入期間において国民年金保険料の未納は無い。 

また、婚姻（昭和 50年 10月）後、申立人の保険料を自身の分と一緒に納付

していたとする夫は、同年 10 月から厚生年金保険被保険者資格を取得する前

月の 61 年６月までの期間及び厚生年金保険被保険者資格喪失後の平成６年１

月から 60 歳到達の前月の 18 年＊月までの期間の 22 年余りの国民年金加入期

間において、申立人と同様に未納とされている申立期間②を除き保険料の未納

は無いことから、保険料の納付意識は高かったことがうかがわれる。 

さらに、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人

の国民年金手帳記号番号は、昭和 50 年 10 月 27 日にＡ市Ｂ区で払い出されて

おり、これ以前に申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡が見

当たらないことから、この頃に申立人の加入手続が行われ、その際、資格取得

日を遡って 49 年４月２日とする事務処理が行われたものとみられる。この手

帳記号番号払出日を基準とすると、申立期間①の保険料は、過年度納付が可能

であった。 

加えて、申立人の保険料を自身の分と一緒に納付していたとする夫は、当時、



保険料の徴収は集金人が行っていたと記憶しているが、昭和 51 年４月又は同

年５月頃、申立人の申立期間①と申立人夫婦二人の申立期間②の保険料の未納

の通知が届き、この未納分の保険料については、集金人ではなく、納付書によ

りまとめて納付したとしているところ、ⅰ）申立人夫婦は、婚姻後、申立期間

②を含む 52 年２月８日までＡ市Ｂ区に居住していることが確認でき、同市で

は、昭和 53 年度末まで集金人（国民年金推進員）制度が実施されており、集

金人は３か月ごとに現年度保険料を徴収することとされ、過年度保険料は取り

扱っていなかったこと、ⅱ）前述のとおり、申立期間①の保険料は過年度保険

料となること、ⅲ）申立期間②の保険料は、申立人が記憶している未納通知が

送付されてきたとする時期からすると、過年度保険料となることから、これら

未納とされた期間の過年度保険料を集金人ではなく、納付書により納付したと

する夫の主張に不自然な点は見受けられない。このことから、夫が申立期間①

及び②の保険料を自身の未納とされていた期間の保険料と一緒に過年度納付

書により納付したと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①及び②の

国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



愛知国民年金 事案 2664 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年２月及び同年３月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年２月及び同年３月 

    私は会社退職（昭和 52 年２月）後、Ａ市で国民健康保険の加入手続を行

い、その手続の際に国民年金の加入手続も行った。加入手続時期、手帳の交

付、申立期間の保険料の納付時期、納付場所及び納付金額はよく覚えていな

いが、送付されてきた納付書で納付した。厚生年金保険と国民年金に切れ間

の無いようにしたと思うので、申立期間の保険料を納付したことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、２か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除く 18 年余

りの国民年金加入期間において国民年金保険料の未納は無いことから、保険料

の納付意識は高かったことがうかがわれる。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出整理簿によると、申立

人の国民年金手帳記号番号は、資格取得日を昭和 52年２月 26日として同年５

月 28 日にＡ市で払い出されていることから、この頃に初めて申立人の加入手

続が行われたものとみられる。この手帳記号番号払出日を基準とすると、申立

期間は過年度納付が可能であり、社会保険事務所（当時）から申立人に対して

当該期間の納付書が作成・送付されたものとみられる。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料は送付されてきた納付書により納付し

たとしていることから、前述のとおり、納付意識の高かった申立人が、社会保

険事務所から送付されてきた過年度納付書により申立期間の保険料を納付し

たと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



愛知国民年金 事案 2665 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 49年４月から 51年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年６月から 51年３月まで 

    私は、国民年金の加入手続を行った時期、加入手続を行ったのが自身か母

親かどちらであったのかよく覚えていないが、昭和 51 年３月にＡ町の実家

に転居し母親と同居を始めてから、国民年金保険料の督促状が送付されてき

た。しばらくしてから母親がその督促状を見て、将来のためには保険料を納

付したほうがよいと勧めたので、母親からお金を借りて未納としていた期間

の保険料を 20 歳から遡って一括納付した。申立期間の保険料が未納とされ

ていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間（第３号被保険者期間を除く。）

において国民年金保険料の未納は無いことから、申立人の保険料の納付意識は

高いことがうかがわれる。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番

号は、３回払い出されており、１回目は、昭和 48年 11月１日にＢ町で、２回

目は、49 年１月 16 日にＣ市Ｄ区で、３回目は、51 年５月 20 日にＡ町で払い

出され、オンライン記録によると２回目に払い出された手帳記号番号は、59

年９月に資格取得日が取り消されており、３回目に払い出された手帳記号番号

による国民年金被保険者台帳を見ると、備考欄に１回目に払い出された手帳記

号番号が重複取消と記載されているほか、資格取得日は、オンライン記録同様

に 48 年＊月＊日（20 歳到達日）とされていることが確認できる。申立人は、

51 年３月に同町に住所変更した後に保険料の督促状を受け取ったとしている

ことから、申立人に対して送付された督促状は、３回目の同年５月 20 日に同



町で払い出された手帳記号番号によるものとみられる。この手帳記号番号払出

日を基準とすると、申立期間のうち、49年４月から 51年３月までの保険料は

過年度納付することが可能であった。  

さらに、申立人は、督促状を受け取った後に遡って未納期間の保険料を一括

納付したとしていることから、前述のとおり、納付意識の高かった申立人が申

立期間のうち、過年度納付が可能な当該期間の保険料を送付されてきた納付書

により納付したと考えても不自然ではない。 

一方、前述の３回目の手帳記号番号払出時期を基準とすると、申立期間のう

ち、昭和 48年６月から 49年３月までの期間については、時効により保険料を

納付することができない。 

また、申立人が申立期間のうち、昭和 48年６月から 49年３月までの期間の

保険料を納付していたことを示す関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、

ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和49年４月から51年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



愛知国民年金 事案 2666 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45年５月から 46年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年５月から 46年３月まで 

    私は、Ａ町役場で夫婦二人分の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険

料も私が夫の分と一緒に納付していた。申立期間の保険料は未納であったこ

とは承知していたが、特例納付ができる昭和 50年 12月に申立期間の保険料

を夫の分と一緒に一括納付した。私の領収書は見付からないが、夫の領収書

は残っている。申立期間の保険料を夫婦二人分一緒に納付したにもかかわら

ず、私だけ未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 11か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除く 12年余り

にわたる国民年金加入期間において未納は無いほか、複数年にわたって付加保

険料を納付するなど申立人の保険料の納付意識は高かったことがうかがわれ

る。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は、申立人が主張するとおり、夫婦連番で昭和 47 年 12

月 11 日にＡ町で払い出されており、申立人の資格取得日は 45 年５月 21 日と

されていることが確認できる。申立人は、申立期間の保険料を特例納付ができ

る 50年 12月に夫の分と一緒に一括納付したとしているところ、ⅰ）申立人が

申立期間の保険料を納付したと主張する時期は第２回特例納付実施期間（49

年１月から 50年 12月まで）中であり、前述の申立人の資格取得日を基準とす

ると、申立期間の保険料を特例納付により納付することは可能であったこと、

ⅱ）国民年金被保険者台帳及び申立人が所持する夫の領収書を見ると、申立期

間の保険料が同年12月24日に特例納付により納付されたことが確認できるこ

とから、前述のとおり、納付意識の高かった申立人が、特例納付を利用して申



立期間の保険料を夫の分と一緒に納付したと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



愛知国民年金 事案 2667 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年 10 月から 40 年３月までの期間、41 年４月から 42 年３

月までの期間及び同年10月から43年３月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年 10月から 40 年３月まで 

             ② 昭和 41年４月から 42年３月まで 

             ③ 昭和 42年 10月から 43年３月まで 

    私は妻が、「区役所で夫婦二人分の国民年金保険料の未納期間があるが、

今なら特例納付制度を利用して一括納付することができると勧められ、夫婦

二人分の保険料納付を行い、年金の未納期間は全て埋まった。」と言ってい

たことを覚えている。妻は既に亡くなっており、申立期間の保険料を納付し

たことを示す領収書等も無いが、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、妻が夫婦二人分の未納期間の保険料を特例納付で一括納付したと

主張しているところ、妻の国民年金被保険者台帳を見ると、第３回特例納付実

施期間（昭和 53年７月から 55年６月まで）中の同年６月頃にそれまで未納と

されていた期間のうち、特例納付することができない任意加入期間を除く 40

年９月から 42年３月までの期間、同年 10月から 43年３月までの期間及び 44

年４月の強制加入期間の保険料が、特例納付されていることが確認できること

から、申立人の主張に不自然な点は見受けられない。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番

号は、２回払い出されている。１回目は、資格取得日を昭和 35年 10月１日（国

民年金制度開始準備期間）として 36年４月頃に、２回目は 42年３月８日に夫

婦連番で払い出されており、２回目に払い出された手帳記号番号は 51 年 12

月頃に重複取消されていることが確認できる。この重複取消の事務処理が行わ



れた時点において、申立期間①、②及び③は強制加入被保険者期間とされてい

たことから、第３回特例納付により当該期間の保険料を納付することは可能で

あった。 

さらに、申立人は、妻が区役所で夫婦二人分の保険料の未納期間があるが、

今なら特例納付制度を利用して一括納付することができると勧められたとし

ており、前述のとおり、妻は、第３回特例納付を利用して納付できる期間は全

て納付済みとされていることから、申立人の申立期間①、②及び③の保険料も

妻が自身の保険料と一緒に特例納付したと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



愛知国民年金 事案 2675 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 37年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年３月まで 

    昭和 36 年４月より前に、区役所の人が何度か国民年金の加入勧奨に来た

ので、３回目の時に、夫が夫婦二人の国民年金加入手続を行った。その時に、

お金を渡し領収書のようなものを受け取ったと思う。国民年金保険料の納付

は、１か月 100円を３か月ごとに、夫婦二人で 600円を集金人に納付し、年

金手帳に印紙のようなものを貼って、スタンプを押していた記憶がある。当

時の年金手帳は残っていないが、同年４月当初からきちんと納めており、未

納があるとはとても考えられないので、申立期間について、保険料の納付が

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 12か月と短期間である上、申立人は申立期間を除き 60歳到達ま

での 31 年余りの国民年金加入期間において、国民年金保険料の未納は無く、

複数年にわたり前納していることや付加保険料を納付していることなどから、

国民年金制度に対する関心及び保険料の納付意識は高かったことがうかがわ

れる。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿及びオンライン記録によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は、昭和36年11月４日に夫婦連番で払い出されており、

国民年金制度発足当初の同年３月 31 日に遡って被保険者資格を取得している

ことが確認できることから、申立期間の保険料を納付することは可能であり、

前述のとおり、納付意識の高かった申立人が、申立期間の保険料を納付したと

考えても不自然ではない。 

さらに、国民年金制度が発足した申立期間当時、Ａ市では職員が戸別訪問に

より加入勧奨を行っていたと思われるとしている上、申立期間の保険料は月額

100円であり、保険料の徴収方法も印紙検認方式であったことから、申立人の

主張に不自然さはない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



愛知国民年金 事案 2676 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年４月から８年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年４月から８年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料は、妻が夫婦一緒に二人分の保険料を納付して

いた。申立期間の保険料を納付したことを示す資料は無いが、申立期間の保

険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 12か月と短期間である。 

また、申立人は、申立期間を除く 20 歳到達時の昭和 50 年＊月から平成 22

年10月までの34年余りにわたる国民年金加入期間において国民年金保険料の

未納は無く、婚姻（昭和 56 年５月）後、申立人の保険料を一緒に納付してい

たとする妻も、申立期間を除く同年６月以降の国民年金加入期間において保険

料の未納は無い上、申立人及びその妻共に平成 14 年度からは口座振替により

保険料を納付しているなど、申立人及びその妻の保険料の納付意識は高かった

ことがうかがわれる。 

さらに、申立人の申立期間前後の期間の保険料の納付状況を見ると、申立期

間前後の期間の保険料は納付済みとされており、申立期間直前の平成７年１月

から同年３月までの保険料が申立期間中の同年 12 月１日に過年度納付され、

申立期間直後の８年４月から同年12月までの保険料が同年12月９日に現年度

納付されていることが確認できる上、９年４月、同年５月、同年７月、10 年

３月及び同年 12 月の保険料も過年度納付されていることから、申立人の保険

料を納付していたとする妻は、申立人の保険料の未納期間が生じないよう努め

ていたことがうかがわれる。このため、申立期間前後の保険料の納付状況から

みて、妻が申立期間の保険料のみ納付しなかったとは考え難く、前述のとおり、

納付意識の高い妻が当該期間の保険料を納付したと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



愛知厚生年金 事案4962 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和43年１月31日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万6,000円とす

ることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和42年10月１日から43年１月31日まで 

    昭和42年９月から43年１月までＡ社に勤務していたのに、申立期間の年金

記録が無いことが分かった。 

私は、双子の弟と同じ職歴を歩んでおり、弟に記録があって、私に無いこ

とについて納得できないので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録により、申立人は、昭和43年１月30日までＡ社に継続して勤

務していたことが認められる。 

また、申立期間においてＡ社の厚生年金保険被保険者記録（資格喪失日が昭

和43年１月31日）が認められる同僚（申立人の弟）によると、「私は、申立人

と共にＡ社に入社し、申立人と同じ仕事をしていた。退職時期も同じであった。

同社で働いた期間が短かったこともあり、申立人の勤務形態や職務内容に変更

は無かったと思う。」と証言しているところ、雇用保険の記録によると、申立

人の弟の離職日は、申立人の離職日と一致していることが確認できる。 

さらに、申立人の弟を含む複数の同僚に係る雇用保険の記録は、厚生年金保

険被保険者記録と合致していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認められる。 



また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保険者

原票の昭和42年９月の記録から、２万6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は当時の資料が無く不明としており、ほかに確認でき

る関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



愛知厚生年金 事案4963 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間に係る標準報酬月

額の記録を41万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成15年９月及び同年10月 

ねんきん定期便を確認したところ、平成15年９月及び同年10月のＡ事業所

における標準報酬月額の記録が、実際に支給されていた給与額よりも低額と

なっていることが分かったので、適正な標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初、申立

人が主張する41万円と記録されていたところ、平成15年11月14日付けで、同年

９月１日まで遡って、20万円に引き下げられ、Ａ事業所が厚生年金保険の適用

事業所に該当しなくなった日（同年11月26日。以下「全喪日」という。）まで

継続していることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、全喪日まで勤務していた複数の同僚につい

ても、申立人と同様に、平成15年11月14日付けで、同年９月１日まで遡って、

標準報酬月額を引き下げる旨の処理が行われていることが確認できる。 

しかしながら、申立人から提出された給与明細書により、事業主により控除

されていた厚生年金保険料及び給与支給額のそれぞれに見合う標準報酬月額

は、訂正前の標準報酬月額（41万円）であることが確認できる。 

また、申立期間当時、Ａ事業所が社会保険料を滞納していたことを確認でき

る資料等は見当たらないものの、同事業所の顧問社会保険労務士は、「Ａ事業

所は、平成11年頃から経営状態が悪くなり、全喪日に近い頃には、資金が不足

して、社会保険料の納付が遅れがちになっていた。」と証言しており、申立期

間当時に同事業所が厚生年金保険料を滞納していた事情がうかがえる。 

これらの事実を総合的に判断すると、平成15年11月14日付けで行われた遡及



訂正処理は、事実に即したものとは考え難く、申立人について、同年９月１日

に遡って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったとは認められ

ないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められず、

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た41万円に訂正することが必要である。



愛知厚生年金 事案 4964 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 28年 11月１日から 29年６月 29日までの

期間において厚生年金保険第３種被保険者であったことが認められるととも

に、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ炭鉱における厚生年金保険第３種被保険

者の資格取得日に係る記録を 28 年 11 月１日に、資格喪失日に係る記録を 29

年６月 29日に訂正し、当該期間に係る標準報酬月額を、28年 11月から 29年

４月までは 8,000円、同年５月は１万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年 10月頃から 31年３月頃まで 

    私は、Ａ炭鉱に勤務し、亜炭の採掘をしていたが、厚生年金保険の被保険

者記録が無い。同炭鉱に勤務していたことは確かなので、申立期間について、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶しているＡ炭鉱の同僚２人の厚生年金保険被保険者資格の喪

失日は、健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、昭和 28 年 12 月 25 日で

あることが確認できるほか、申立人が、「Ａ炭鉱から支給された給与の端数は、

私が現在まで大切に保管している預金通帳に入金されていた。」と主張してお

り、当該預金通帳によれば、新規に同年 12月 17日付けで 123円が現金で預け

られていることから、申立人は、少なくとも同年 11 月には同炭鉱に勤務して

いたことが推認できる。 

また、申立人が名前を記憶している複数の同僚は、Ａ炭鉱の厚生年金保険被

保険者記録が確認できる上、このうち連絡が取れた同僚は、「私は坑木を組む

仕事をしていたが、申立人は坑内夫であり、亜炭の採掘をしていた。私は、申

立人より後から勤務しているが、辞めた日は先である。」と証言しており、オ

ンライン記録によれば、当該同僚は、同炭鉱における厚生年金保険被保険者資



格を、昭和 29 年２月 10 日に取得し、同年６月 29 日に喪失していることが確

認できることから、申立人は、坑内夫として、少なくとも当該同僚と同時期（同

年６月 28日）までは同炭鉱に勤務していたことが推認できる。 

さらに、申立人及び同僚が記憶している当時のＡ炭鉱の坑内夫の同僚９人全

員に同炭鉱の厚生年金保険第３種被保険者記録が確認できること、同炭鉱のト

ラック運転手の助手であった同僚が、「私は、勤務期間に厚生年金保険被保険

者記録がある。坑内夫は私より危険な仕事なので、当然、社会保険に加入して

いたはずだ。」と証言していることから、当時、同炭鉱においては、ほぼ全て

の坑内夫が厚生年金保険の第３種被保険者として資格取得していたと考えら

れる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 28 年 11

月１日から29年６月29日までの期間において厚生年金保険第３種被保険者で

あったことが認められるとともに、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、坑内夫の同僚の健康保険厚生年

金保険被保険者名簿の記録から、昭和 28 年 11 月から 29 年４月までは 8,000

円、同年５月は１万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いものの、申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者名簿の整理番号に欠番が見当たらないことから、申

立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われたとは考えられない上、資

格の取得及び喪失のいずれの機会においても社会保険事務所が申立人に係る

届出を記録していないとは、通常の事務処理では考え難いことから、事業主か

ら社会保険事務所に資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る昭和 28 年 11月から 29 年５月までの保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 28年 11月１日から 29年６月 29日までの期間

以外の期間については、複数の同僚に聴取しても、当該期間に係る申立人の勤

務実態をうかがわせる証言は得られない。 

また、Ａ炭鉱は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時

の事業主は、連絡先が明らかでないため、申立人の当該期間における勤務実態

等について確認できない。 

このほか、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案4965 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間の標準賞与額に係る記録を 20 万円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 16年７月 26日 

         ② 平成 18年７月 24日 

私は、Ａ社に勤務し、申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料を控

除されていたので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及び同僚から提出された賞与明細書、並びに申立人が保管する普通預

金通帳の振込履歴により、申立人は、申立期間①及び②において、その主張す

る標準賞与額（20 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は、当時の資料を保管していないため不明と回答してお

り、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情も無いことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行ったか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行った

とは認められない。



愛知厚生年金 事案 4966 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 41年２月 14日に厚生年金保険被保険者資格を喪失

した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められることか

ら、申立期間の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正すること

が必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 40 年２月から同年７月ま

では１万 4,000 円、同年８月から 41 年１月までは２万円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年２月 15日から 41 年２月 14日まで 

厚生年金保険の被保険者記録を照会したところ、Ａ社における被保険者資

格の喪失日が昭和 40 年２月 15 日となっている旨の回答を受けた。しかし、

同社には 41 年２月まで在職していたので、申立期間について、厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人の人事記録及び雇用保険の記録により、申立人は、

申立期間において同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立人は、

昭和40年２月15日に厚生年金保険被保険者資格を喪失しているにもかかわら

ず、同年８月１日に標準報酬月額の随時改定が行われたことが記録されている。

この記録を前提とすると、申立人が同年２月 15 日に厚生年金保険被保険者資

格を喪失する旨の届出を事業主が行ったとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和41年２月14日に厚生

年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行ったこ

とが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る健康保険厚生年金

保険被保険者原票により、昭和40年２月から同年７月までは１万4,000円、同

年８月から41年１月までは２万円とすることが妥当である。



愛知厚生年金 事案 4967 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①のうち、平成４年 11月１日から５年３月 31日までの

期間について、その主張する標準報酬月額(14 万 2,000 円)に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当

該期間の標準報酬月額に係る記録を 14万 2,000円に訂正する必要がある。 

なお、事業主が当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日

に係る記録を平成５年４月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 19 万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成３年８月から５年２月まで 

② 平成５年３月 31日から同年４月１日まで 

    私は、平成３年８月から５年３月までＡ社に勤務し、毎月の給与から社会

保険料を控除されていた。しかし、給与の額に変更がなかったにもかかわら

ず、４年 11 月から標準報酬月額が減額になっており、また、５年３月の被

保険者記録が無い。申立期間の給与明細書を提出するので、申立期間の全て

について調査し、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①のうち、平成４年 11 月から５年２月までの期間について、申立

人から提出された給与明細書により、申立人は、その主張する標準報酬月額（14

万 2,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 



なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ａ社は厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時

の事業主は既に死亡しているため不明であり、給与明細書の保険料控除額に見

合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が一致していないものの、

ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断

せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

行ったとは認められない。 

一方、申立期間①のうち、平成３年８月から４年 10 月までの期間について

は、申立人の給与明細書の保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記

録の標準報酬月額が一致していることから、記録を訂正する必要は認められな

い。 

申立期間②について、申立人から提出された給与明細書及び雇用保険の記録

により、申立人は、平成５年３月 31 日までＡ社に勤務し、当該期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、給与明細書において確認

できる報酬額から、19万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、上記のとおり、Ａ社は厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っていることなどから不明であるが、事業主が資格喪失日を平成５年４月１日

と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年３月31日と誤って記

録するとは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日とし

て届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料につい

て納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



愛知厚生年金 事案4968 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る

記録を平成３年３月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を30万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②のうち、平成４年４月１日から同年９月１日ま

での期間及び５年10月１日から６年２月１日までの期間について、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を41万円

に訂正する必要がある。 

 なお、事業主が当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年３月１日から同年４月１日まで 

             ② 平成４年４月から６年１月まで 

    申立期間①について、Ａ社に勤務し、給与明細書から保険料が控除されて

いるので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。申立期間②につい

て、標準報酬月額の記録が給与明細書と異なり低いので、控除された保険料

に基づく標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人から提出された給与明細書及び雇用保険の記録

により、申立人は、当該期間にＡ社に勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額から、



30万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ａ社は当時の資料が無く不明としており、ほかに確認できる

関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。   

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

申立期間②について、申立人から提出された給与明細書により、申立人は、

当該期間のうち、平成４年４月から同年８月までの期間及び５年 10 月から６

年１月までの期間について、その主張する標準報酬月額（41 万円）に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ａ社は当時の資料が無く不明としており、給与明細書の保険

料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が一致して

いないものの、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。   

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行ったか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行った

とは認められない。 

一方、申立期間②のうち、平成４年９月から５年９月までの期間については、

給与明細書の保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報

酬月額が一致していることから、記録を訂正する必要は認められない。 



愛知厚生年金 事案 4969 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成 14年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  平成 14年８月 31日から同年９月１日まで 

私は、Ａ社に平成 12 年３月 21 日付けで派遣社員として雇用され、14 年

８月 31 日付けで退職した。同年８月の厚生年金保険料を控除されているこ

とが同年９月 17日支払の賃金明細書で確認できるので、申立期間について、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された社員名簿及び申立人から提出された雇用保険被保険者

資格喪失確認通知書、「2002年 08月度分賃金明細書」などにより、申立人は、

同社に平成 14年８月 31日まで勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、賃金明細書の保険料控除額から、

11万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は、申立人の資格喪失に係る届出を社会保険事務所（当

時）に誤って提出したと認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係

る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納

入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は

保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 4970 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 56 年７月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20 万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年７月 21日から同年８月１日まで 

 私は、昭和 46 年３月からＢ社で勤務し、途中、グループ会社であるＡ社

に転籍したが、空白期間が生じている。56年７月 21日から同社で勤務した

ことは間違いないので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給料明細、並びにＢ社から提出された在籍証明書及び

資格取得日訂正依頼文書により、申立人は、同社及び同社の関連会社であるＡ

社に継続して勤務し（昭和56年７月21日にＢ社からＡ社に異動。）、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における給料明細

の保険料控除額から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の資格取得に係る届出を社会保険事務所（当時）に誤って提出し、

申立期間に係る厚生年金保険料についても納付していないことを認めている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る昭和56年７月の保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 4971 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 61年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 13万 4,000円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年３月 31日から同年４月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 59年５月１日から 61年３月末まで勤務したにもかかわ

らず、年金記録では同年３月 31 日に資格喪失したとされている。入社から

退社まで給与は固定給で、手取り額は同額であったと記憶しており、最後の

給与からも厚生年金保険料は控除されていたと思うので、資格喪失日を同年

４月１日にしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録によると、申立人は、Ａ社に昭和 61年３月 31日まで継続し

て勤務していたことが認められる。 

また、申立人は、「入社から退社まで給与は固定給で、手取り額も毎月同額

であった。」と主張しているところ、Ａ社の社会保険・給与計算の担当者は、

「給与計算で日割り減額が生じることから、給与締日である月末の前日に退社

することは考え難い。社会保険に入っている者の給与は月給であり、月給者の

給与計算は、前月と同額の支給額、厚生年金保険料、健康保険料及び雇用保険

料を転記していた。事務処理を誤って資格喪失日に離職日と同じ日（昭和 61

年３月 31日）を記入して届け出た可能性もある。」と証言している。 

なお、オンライン記録によると、申立人は、Ａ社の退社に伴い昭和 61 年４

月１日に国民年金の被保険者資格を取得していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を



事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保険者

原票の昭和 61年２月の記録から、13 万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

の事業主は、確認できる資料が無いため不明としているが、事業主が資格喪失

日を昭和 61 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年３月 31 日と誤って記録するとは考え難いことから、事業主が同

日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年

３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 4972 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 46年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 2,000円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年３月１日から 46年 11月１日まで 

私は、昭和 36 年から 46 年 10 月末まで、Ｂ社に勤務していた。申立期間

の厚生年金保険の記録が空白となっていることが、納得できない。厚生年金

保険料を控除されていたことを証明する資料は無いが、申立期間について、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の事業主は、「申立人は、昭和36年４月から46年10月末までＢ社に勤務

し、給与から申立期間の厚生年金保険料を控除していた。」と証言し、その旨

の在職証明書を発行している。 

また、複数の同僚は、「申立人は、申立期間にＢ社に勤務していた。」と証言

している。 

さらに、Ｂ社の事業主は、「当時のＢ社は、厚生年金保険に未加入だったた

め、同社の従業員については、私の兄が事業主であり私が役員であったＡ社で

厚生年金保険に加入させていた。」と証言しているところ、申立人にも申立期

間前にＡ社での被保険者記録が確認できるとともに、同社において申立期間に

被保険者記録が確認できる複数の同僚は、「私は、Ｂ社に勤務していたが、厚

生年金保険の記録はＡ社となっている。」と証言している。 

なお、Ａ社は、平成４年４月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

ている上、当時の事業主は既に死亡しているため、申立人の申立期間における



厚生年金保険の取扱いについて確認できない。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間においてＢ社に継続して

勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料をＡ社の事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における健康保険

厚生年金保険被保険者原票の昭和44年２月の記録から、２万2,000円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ社

の事業主は不明としているが、申立人に係る被保険者資格の喪失に係る届出や

健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届のいずれの機会において

も社会保険事務所（当時）が記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主

が昭和 44 年３月１日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る同年３月から 46年 10月までの保険料について

納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、そ

の後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



愛知厚生年金 事案4973 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る厚生年金保険被保険者記録は、資格取得日が昭和50年３

月20日、資格喪失日が60年６月１日とされ、当該期間のうち、同年５月１日か

ら同年６月１日までの期間は、厚生年金保険法第75条本文の規定により、年金

額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立

人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及

び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同社における資格喪

失日を同年６月１日とし、申立期間の標準報酬月額を26万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和60年５月１日から同年６月１日まで 

    私は、申立期間についてＡ社で勤務していたが、厚生年金保険の記録が無

い。勤務していたことは確かなので、申立期間について、厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社に係る厚生年金保険被保険者記録は、資格取得日が昭和50年３

月20日、資格喪失日が60年６月１日とされ、当該期間のうち、同年５月１日か

ら同年６月１日までの期間は厚生年金保険法第75条本文の規定により、年金額

の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されている。 

しかしながら、Ａ社から提出された人事記録表及び在職証明書により、申立

人は、昭和60年５月31日まで同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社は、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日について、「当

時の担当者が、本来、昭和60年６月１日とすべきところを、間違えて同年５月

１日として届け出てしまった。」と回答している。 



これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準報酬月額については、昭和60年４月のオンライン

記録から26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が、申立人

に係る厚生年金保険の被保険者資格喪失日を誤って届け出たとして訂正の届

出を行っていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を

行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還

付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 4974 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27年５月１日から 31年８月 18日まで 

             ② 昭和 36年 12月１日から 39年２月 12日まで 

             ③ 昭和 39年９月２日から 41年９月１日まで 

             ④ 昭和 42年３月１日から 46年３月 16日まで 

私は、Ａ社を退職した後、脱退手当金を請求したり、支給を受けた記憶は

無いので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の最終事業所のＡ社で厚生年金保険被保険者資格を喪失

した約１か月半後に、別のＢ社で同被保険者資格を取得している上、申立人は、

「Ａ社を退職した後は、結婚の準備、結婚、嫁ぎ先への移動等があり、大変忙

しく、脱退手当金の請求手続を行う暇など無かった。」と主張しており、申立

人が、申立期間当時、脱退手当金を請求する意思を有していたとは考え難い。 

また、申立期間の脱退手当金は昭和 46 年 11月 26 日に支給決定されたこと

となっているが、申立人の申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿、

同被保険者原票及び厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿の氏名は変更

処理がなされておらず旧姓のままであり、申立期間の脱退手当金は旧姓で請求

されたものと考えられるが、申立人は同年４月＊日に婚姻し、改姓しているこ

とから、申立人が脱退手当金を請求したとは考え難い。 

さらに、脱退手当金が支給されたとする額は、法定額と 128円相違している。 

加えて、申立人は、申立期間の最終事業所のＡ社の後、Ｂ社において厚生年

金保険被保険者期間（昭和 46 年５月７日に資格取得し同年 10 月 26 日に資格

喪失。）が確認できることから、同社を退職後に脱退手当金を請求することが

可能であるが、脱退手当金を支給する場合、本来過去の全ての厚生年金保険被



保険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立人が脱退手当金を

請求する直前まで勤務していた同社の厚生年金保険被保険者期間については

その計算の基礎となっておらず未請求となっているが、これを失念するとは考

え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



愛知厚生年金 事案 4997 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該期間の標準賞与額に係る記録を 20 万 6,000 円に訂正する必要があ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 19年７月 10日 

             ② 平成 19年 12月 10日 

ねんきん定期便を確認したところ、申立期間の賞与記録が無いことが分か

った。 

賞与明細書により申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除されている

ことが確認できるので、当該賞与に係る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与明細書、Ａ事業所から提出された賃金台帳及び賞

与明細一覧表により、申立人は、申立期間①及び②において、その主張する標

準賞与額（20 万 6,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は、保険料を納付したはずだと回答しているが、賃金台

帳及び賞与明細一覧表により、同僚二人についても申立人と同様に、当該期間

における賞与支給及び保険料控除の事実が確認できるにもかかわらず、オンラ

イン記録上、賞与支払に係る届出の記録が確認できないことから、事業主が当

該期間の賞与支払に係る届出を行っておらず、その結果、社会保険事務所（当

時）は、申立人の当該期間に係る標準賞与額に基づく厚生年金保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。



愛知厚生年金 事案4998 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日は昭和22年３月２日、資格喪失日は

同年８月１日であること、同社Ｃ支店における資格取得日は同年８月１日、資

格喪失日は26年２月16日であること、及び同社Ｂ支店における資格取得日は同

年２月16日、資格喪失日は30年８月１日であることが認められることから、申

立期間①及び②に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る

記録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和22年３月から同年５月まで

は540円、同年６月から23年７月までは600円、同年８月から同年10月までは

1,500円、同年11月から24年８月までは3,000円、同年９月から同年12月までは

4,000円、25年１月から同年８月までは5,000円、同年９月から26年１月までは

6,000円、同年２月から同年７月までは5,000円、同年８月から29年４月までは

8,000円、同年５月から同年９月までは１万円、同年10月から30年７月までは

１万2,000円とすることが必要である。 

   一方、申立人は、当該期間に係る脱退手当金を受給していないものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和22年３月頃から24年頃まで 

② 昭和24年頃から30年８月頃まで 

    私は、姉や妹と同じＡ社のＣ支店に勤務し、その後、同社Ｂ支店に異動し

て通算８年以上働いた。当時は健康保険被保険者証をもらい、保険料も納め

ていたので自分だけ厚生年金保険の記録が無いことに納得できない。社会保

険事務所（当時）からは、名前が漢字表記となっている被保険者記録が私の

年金記録に該当すると言われたが、自分の名前はひらがな表記であり、漢字

表記の名前を使ったことがなく、また、脱退手当金も受け取っていない。申

立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 



申立期間①及び②について、オンライン記録では、申立てに係るＡ社Ｃ支店

及び同社Ｂ支店における厚生年金保険被保険者記録は見当たらないが、厚生年

金保険被保険者台帳により、申立人と姓（旧姓）及び生年月日が一致し、名前

が申立人の戸籍上のひらがな表示と異なる漢字表記（読み方は同じ。）とされ

ている基礎年金番号に未統合の被保険者記録（同社同支店における資格取得日

が昭和22年３月２日、資格喪失日が同年８月１日、同社Ｃ支店における資格取

得日が同年８月１日、資格喪失日が26年２月16日、同社Ｂ支店における資格取

得日が同年２月16日、資格喪失日が30年８月１日）が確認できる。 

また、前述の申立人と姓及び生年月日が一致する未統合記録の被保険者は、

Ａ社から提出された同社作成の同社Ｃ支店及び同社Ｂ支店の健康保険厚生年

金保険被保険者台帳、並びに社員名簿にも記録が確認できる上、同台帳の厚生

年金保険被保険者記録は、当該未統合記録の取得日及び喪失日と記録が合致し

ていることが確認できるところ、同社は、「申立人の姓、生年月日等と一致す

る記録は、当該記録以外に無い。なお、Ａ社Ｃ支店が厚生年金保険の適用事業

所となったのは、昭和22年８月１日であることから、それ以前に入社した社員

については、同社Ｂ支店で厚生年金保険被保険者資格を取得させていた。」と

証言している。 

これらを総合的に判断すると、当該未統合記録は、申立人の厚生年金保険被

保険者記録であり、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日は昭和22年３月２

日、資格喪失日は同年８月１日であること、同社Ｃ支店における資格取得日は

同年８月１日、資格喪失日は26年２月16日であること、同社Ｂ支店における資

格取得日は同年２月16日、資格喪失日は30年８月１日であることが認められる。 

なお、申立期間①及び②の標準報酬月額については、当該未統合の被保険者

記録から、昭和22年３月から同年５月までは540円、同年６月から23年７月ま

では600円、同年８月から同年10月までは1,500円、同年11月から24年８月まで

は3,000円、同年９月から同年12月までは4,000円、25年１月から同年８月まで

は5,000円、同年９月から26年１月までは6,000円、同年２月から同年７月まで

は5,000円、同年８月から29年４月までは8,000円、同年５月から同年９月まで

は１万円、同年10月から30年７月までは１万2,000円とすることが妥当である。 

一方、上記により、申立人の被保険者記録であると認められる申立期間①及

び②に係る未統合記録には、脱退手当金の支給記録が確認できるところ、Ａ社

Ｂ支店の健康保険厚生年金保険被保険者名簿で、当該未統合記録の資格喪失日

である昭和30年８月１日の前後２年以内に資格喪失した者のうち、脱退手当金

の受給資格を有する女性62人を調査したところ、42人に支給記録が確認でき、

その全員が資格喪失日から６か月以内に支給決定されている上、複数の同僚が、

「会社で脱退手当金の手続もしてくれた。」と証言していることから、申立人

についても事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に



係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約５か月後の昭和30年12月20日に

支給決定されている上、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金

が支給されたことが記録されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかが

えない。 

さらに、申立人の脱退手当金が支給決定された時期は、通算年金通則法施行

前であり、申立期間の事業所を退職後、厚生年金保険の被保険者記録が無い申

立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない上、申立人から聴

取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないこと

をうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4999 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和 25 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 3,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年９月１日から同年 10月１日まで 

    私は、昭和 24 年２月にＡ社に入社し、30 年 11 月に退職するまで継続し

て勤務していたが、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が欠落している。 

    私は、一時的に退職したり休職したことは無いので、申立期間について、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社Ｃ支店の同僚と共に同社Ｂ支店に異動したと主張していると

ころ、申立人を記憶している同僚も、申立人を含めた複数名が一緒に同社Ｃ支

店から同社Ｂ支店に異動したと証言している。  

また、申立人及び当該同僚が記憶している複数の同僚は、いずれも死亡して

いるか、連絡先が明らかでないが、健康保険厚生年金保険被保険者名簿による

と、申立人及び当該同僚と同様に、昭和 25 年９月１日にＡ社Ｃ支店の被保険

者資格を喪失し、同年 10 月１日に同社Ｂ支店で被保険者資格を取得している

ことが確認できる。 

一方、厚生年金保険適用事業所名簿によると、Ａ社Ｂ支店は、昭和 25 年 10

月１日に厚生年金保険の適用事業所とされており、申立期間は適用事業所であ

ったことが確認できないが、同社Ｃ支店及び同社Ｂ支店の健康保険厚生年金保

険被保険者名簿によると、同社同支店の新規適用時の資格取得者は 43 人であ

る上、このうち申立人及び上述の同僚を含め、少なくとも 32 人が同社Ｃ支店



から同社Ｂ支店に一緒に異動したと考えられることから、同社同支店は、申立

期間において、当時の厚生年金保険の適用事業所の要件を満たしていたものと

認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（同社Ｃ支

店から同社Ｂ支店に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

なお、正確な異動日は明らかでないものの、申立人を記憶している当該同僚

は、｢私と共に申立人は、昭和 25年７月１日の時点ではＡ社Ｂ支店で勤務して

いた。」と証言していることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を訂正することが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｂ支店における健康保険厚

生年金保険被保険者名簿の昭和 25年 10月の記録から、3,000円とすることが

妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないが、申立期間は

Ａ社Ｂ支店が適用事業所として記録管理されていない期間であることから、社

会保険事務所（当時）は申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 5000 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成 11 年５月１日から 13年 10 月１日までの期間につい

て、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額（56 万円）であったと認められることから、当該期間の

標準報酬月額の記録を 56万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年５月から 17年２月まで 

「ねんきん定期便」の内容を確認したところ、Ａ社に勤務していた申立期

間の標準報酬月額が、私の知らないところで減額されていた。私が所持して

いる平成 11年度から 14年度までの「市民税・県民税特別徴収税額の通知書」

を提出するので、申立期間について、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、申立期間のうち、平成

11 年５月から 13 年６月までの期間について、当初、申立人が主張する 56 万

円と記録されていたところ、同年６月８日付けで、11 年５月１日まで遡って

９万 8,000 円に引き下げられ、13 年９月まで同額で継続していることが確認

できる。 

また、オンライン記録によると、Ａ社の事業主及び当時同社に勤務していた

唯一の同僚（取締役）の標準報酬月額についても、申立人と同様に平成 13 年

６月８日付けで、11年５月１日及び同年 10 月１日まで遡って９万 8,000円に

引き下げられていることが確認できる。 

しかし、当該遡及訂正処理について、Ａ社の元事業主の妻が、「当時は経営

が悪化しており、社会保険料を滞納していたため、社会保険事務所の担当者に

相談し、標準報酬月額を訂正する届出を行った。申立人を含めて役員には説明

しなかったと思う。」と証言している。 

また、滞納処分票により、Ａ社が当該遡及訂正処理の当時、厚生年金保険料

を滞納していたことが確認できる。 



なお、商業登記簿等により、申立人は、当該期間においてＡ社の取締役であ

ったことが認められるものの、上記の同僚（取締役）は、「二人とも名ばかり

の取締役で、実際の仕事は、工事、修理等の現場を担当していた。」と証言し

ていることから、申立人は、当該遡及訂正処理に関与していないと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、平成 13 年６月８日付けで行われた遡及訂正

処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当該遡及訂正

処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認められないことか

ら、当該訂正処理の結果として記録されている申立人の 11年５月から 13年９

月までの標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 56 万円に

訂正することが必要と認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 13 年 10 月から 17 年２月までの期間について

は、前述の遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（13年 10月１日）

により９万 8,000円と記録されているところ、当該定時決定処理について、当

該遡及訂正処理との直接的な関与をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険

事務所の処理が不合理であったとは言えない。 

また、当該期間のうち、平成 13 年 10 月から同年 12 月までの期間について

は、申立人から提出された平成 14 年度の市民税・県民税特別徴収税額の通知

書に記載されている 13 年分の社会保険料控除額は、同年１月から同年９月ま

での期間に係る標準報酬月額（56万円）に基づく社会保険料と、同年 10月か

ら同年 12 月までの期間に係る標準報酬月額（９万 8,000 円）に基づく社会保

険料の合計額に、おおむね一致していることが確認できる。 

さらに、当該期間のうち、平成 14年１月から 17年２月までの期間について

は、Ｂ市から提出された 14年から 17年の給与支払報告書において確認できる

社会保険料等の金額は、当時の申立人の給与総額に見合う標準報酬月額に基づ

く社会保険料と比べて、おおむね８割の低額であるものの、当該期間に係る保

険料控除額について確認できない。 

このほか、当該期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該

期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案5001 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされて

いるが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、当該期間の標準

賞与額に係る記録を65万4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成18年７月６日 

申立期間について、私は、Ａ社から受けた賞与から厚生年金保険料を控除

されているので、厚生年金保険の標準賞与額の記録を正しい記録に訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  平成18年７月６日に支給された賞与に係る明細書から、申立人は、申立期間

において、その主張する標準賞与額65万4,000円に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期

間当時に事務手続をしていなかったとして届出を行い、厚生年金保険料の納

付も行っていない旨回答していることから、社会保険事務所（当時）は、申

立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



愛知厚生年金 事案 5002～5011（別添一覧表参照）     

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、＜申立期間＞（別添一覧表参照）に支給された賞与において、＜

標準賞与額＞（別添一覧表参照）の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立てに係る標

準賞与額の記録を＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  

    基礎年金番号 ：   別添一覧表参照 

    生 年 月 日 ：  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ＜申立期間＞（別添一覧表参照）             

    給与支給表の記録と比較すると、オンラインの記録では誤った標準賞与額

が決定されており、勤務先のＡ社が、社会保険事務所（当時）に誤った届出

を行ったとのことなので、標準賞与額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された給与支給表から、申立人は、＜標準賞与額＞（別添一覧

表参照）の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に誤って提出し、ま

た、当該期間に係る厚生年金保険料についても、過少な納付であったことを認

めていることから、これを履行していないと認められる。 

  

 （注）同一事業主に係る同種の案件 10件（別添一覧表参照） 

 



別紙【厚生年金あっせん一覧表】（愛知）

5002 男 昭和28年生 20万 円 15万 円

5003 女 昭和25年生 10万 円 ９万 8,000円

5004 男 昭和22年生 10万 円

5005 男 昭和28年生 25万 円

5006 男 昭和24年生 10万 円

5007 女 昭和17年生 20万 円

5008 男 昭和50年生 48万 円

5009 男 昭和36年生 22万 円

5010 男 昭和48年生 24万 円

5011 女 昭和54年生 ９万 8,000円 12万 円

項番 住所

申立期間(納付記録の訂正が必要な期間)及び標準報酬月額

基礎年金番号氏名 性別 生年月日 平成19年12月21日

標準賞与額

平成18年８月３日

標準賞与額

平成19年８月15日

標準賞与額



 

愛知厚生年金 事案 5012 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額（41 万円）に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる

ことから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 41 万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 20年７月 10日 

    申立期間の賞与について、厚生年金保険料を控除されているのに、記録に

漏れがあるので、当該標準賞与額に係る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成20年７月賞与支払明細書により、申立人は、申立

期間において、その主張する標準賞与額（41万円）に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立期間に係る保険料を控除したものの、社会保険事務所（当

時）には納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人が主張する申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



愛知厚生年金 事案 5013 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を平成８年２月７日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年２月７日から９年３月１日まで 

前の会社を平成７年 12月 30日に退社し、８年１月からハローワークで保

険のある会社を探して、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険のあるＡ社が

見付かり、紹介状で同年２月７日に同社に入社した。９年５月 20 日に退社

するまで継続して勤務していたので、申立期間について、厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された労働者名簿及び雇用保険の記録により、申立人は、申立

期間に同社に勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社の現在の事業主（当時は、経理担当者）は、「当時は、臨時社員

は別だが、正社員は入社すればすぐに社会保険の加入手続をしていた。申立人

は正社員だったので、入社した時から加入させていたし、保険料も控除し、納

付していた。」と証言している。 

さらに、申立期間当時、Ａ社において被保険者資格を取得している複数の同

僚が、「入社した時から厚生年金保険に加入している。」と証言している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 



また、申立期間の標準報酬月額については、平成９年３月のオンライン記録

から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、「正社員は入社すればすぐに社会保険の加入手続をしていたため、平成

８年２月７日に厚生年金保険の資格を取得した旨の届出を社会保険事務所(当

時)に対して行い、申立期間に係る保険料についても納付した。」と主張してい

るが、事業主から申立人に係る被保険者資格取得届が提出された場合には、そ

の後、被保険者報酬月額算定基礎届を提出する機会があったこととなるが、い

ずれの機会においても社会保険事務所が当該届出に係る処理を誤るとは考え

難いことから、事業主が平成９年３月１日を厚生年金保険の資格取得日として

届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 5014 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 26年３月 20日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 3,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年３月 20日から同年５月 10日まで 

Ａ社での厚生年金保険の加入期間は昭和26年５月10日からとなっている

が、同社には同年３月 20 日から勤務している。申立期間について、厚生年

金保険の被保険者として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 26 年３月 15 日に中学校を卒業し、Ａ社の社長から『忙し

いので、すぐ来てほしい。』と言われて、同年３月 20 日から同社に勤務した。

入社時、社長から『養成工の扱いをするから資格を取って頑張ってほしい。』

と言われた。」などとしており、申立人の入社時の記憶は具体的である上、昭

和27年３月20日にＡ社において厚生年金保険被保険者資格を取得している同

僚が、「申立人は、中学校の１年先輩で、私より１年前には入社していたと思

う。」と証言していることなどから判断して、申立人は、申立期間に同社に勤

務していたことが推認できる。 

また、申立期間の１年後の昭和 27年３月 20 日にＡ社に入社した同僚６人全

員が、入社と同時に厚生年金保険被保険者の資格を取得していることが確認で

き、当該同僚のうちの１人が、「入社した時から、給与から厚生年金保険料が

控除されていた。」と証言している上、ほかの複数の同僚も、「入社と同時に厚

生年金保険被保険者の資格を取得した。」旨証言している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を



事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保険者

名簿及び厚生年金保険被保険者台帳の昭和 26 年５月の記録から、3,000 円と

することが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は当時の資料が無く不明としており、ほかに確認でき

る関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



愛知厚生年金 事案5016 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②について、その主張する標準賞与額（申立期間

①は４万円、申立期間②は73万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められることから、当該期間における標準賞与

額に係る記録を、申立期間①は４万円、申立期間②は73万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成17年３月15日 

             ② 平成17年12月22日 

私は、申立期間①及び②において、Ａ事業所から賞与の支給があったにも

かかわらず、厚生年金保険の記録が無いため、調査して、申立期間について、

厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与支払明細書の写しにより、申立人は、申立期間①

及び②において、その主張する標準賞与額（申立期間①は４万円、申立期間②

は73万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当該期間に係る届出は行っておらず、保険料も納付していない

と回答していることから、社会保険事務所（当時）は、申立人が主張する標準

賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



愛知国民年金 事案 2668 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年 10 月から 47 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 10月から 47年３月まで 

    私は、結婚した時、国民年金のことを知らずにいたが、その後、妹から話

を聞いた。母親に相談したところ、結婚した時から納めた方が良いと言われ

たので、Ａ市Ｂ区役所で国民年金の加入手続を行い、結婚した昭和 40 年 10

月まで遡って国民年金保険料を納めた。申立期間の保険料を納付したことが

分かるものは無いが納付のあったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 40年 10月の婚姻（戸籍上の婚姻日は、41年３月＊日）後、

しばらくして国民年金の加入手続を行い、婚姻時に遡って保険料を納付したと

しているが、加入手続の時期及び納付金額についての具体的な記憶は無く、加

入手続及び保険料納付の詳細は不明である。 

また、Ａ市の国民年金被保険者名簿によると、申立人は昭和 49 年４月 23

日に国民年金の加入手続を行い、国民年金制度が発足した 36 年４月に遡って

被保険者資格を取得したことが確認できる（資格取得日はその後平成 18 年４

月 11日に昭和 40年２月２日に訂正。）。この加入手続時期は第２回特例納付が

実施されていた期間（49 年１月から 50 年 12 月まで）であり、申立期間のう

ち、既に時効が成立していた40年10月から46年12月までの期間については、

当該特例納付制度を利用することによって保険料を納付することは可能であ

ったものの、申立人は、特例納付制度については知らなかったとしている上、

遡って納付したとする金額は覚えていないが、それほど高い金額ではなかった

としていることから、特例納付したとは考え難い。 

さらに、申立期間のうち、昭和 47 年１月から同年３月までの期間について

は、上記加入手続時期を基準とすると、過年度納付することは可能であったも



のの、国民年金被保険者台帳及びＡ市の国民年金被保険者名簿のいずれにおい

ても、オンライン記録同様、保険料が納付済みとされているのは申立期間後の

同年４月以降とされていることから、当該期間の保険料を納付したと推認する

ことまではできない。 

加えて、申立人は、「国民年金の加入手続をした後、遡って保険料を納付し

た。」としているところ、上記のとおり、加入手続以前の昭和 47年４月からの

保険料が納付済みとされていること、及び遡って納付した保険料金額はそれほ

ど高い金額ではなかったとしていることから、申立人は、同年４月から 49 年

３月までの保険料を加入手続後に遡って一括納付し、これを申立期間の保険料

納付と混同している可能性も否定できない。 

このほか、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は

見当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 2669 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年４月から平成元年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年４月から平成元年９月まで 

    当時働いていた職場で国民年金保険料が給与から差し引かれていないこ

とに気が付いたので、平成元年９月頃に父親が国民年金加入手続を行った。

国民年金保険料は、払い始めに 30 万円前後の現金を区役所で納付し、以降

真面目に納付してきたので、申立期間について、保険料の納付があったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成元年９月頃に父親が国民年金加入手続を行ったとしているが、

これを行ったとする父親は高齢のため聴取を行うことが困難であり、加入手続

の時期等の詳細は不明である。 

また、国民年金記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は

平成３年 11 月頃に払い出されており、これ以外に申立人に対して別の記号番

号が払い出された形跡は見当たらないことから、この頃に初めて申立人の国民

年金加入手続が行われ、この手続の際に昭和 61 年４月まで遡って資格を取得

する処理が行われたものとみられる。 

さらに、申立人の国民年金加入手続が行われた平成３年 11 月を基準とする

と、元年 10 月から３年３月までの保険料は過年度納付が可能であり、Ａ市の

国民年金情報検索システムにおいて過年度納付したこととされていることか

ら、申立人は時効成立前で遡って納付が可能であった期間の保険料を納付した

ものの、申立期間については既に時効が成立していたため、納付することはで

きなかったものと考えられる。 

加えて、申立人は国民年金保険料を払い始めた時にまとめて 30 万円前後の

保険料を納付したとしているところ、平成３年 11月の加入手続時点において、



保険料を納付することが可能であった期間は、上記過年度納付されている期間

及び現年度納付されている同年４月から同年 12 月までの期間であり、これら

の期間の保険料を合わせると 22 万 9,800 円となることから、申立人は当該期

間の保険料を一括納付し、これを申立期間の保険料納付と混同しているとも考

えられる。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2670 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59年３月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年３月から 61年３月まで 

    私は婚姻後、夫が厚生年金保険の被保険者となったため、任意加入被保険

者となった。その後、任意加入被保険者の資格を喪失した覚えは無いのに、

昭和 59年３月 24日に資格を喪失したとされている。資格を喪失する理由は

無く、保険料も納付していたので、申立期間の保険料が未納とされているこ

とは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間当時の保険料について、金融機関で毎月納付していたとし

ているが、当時、Ａ市では３か月ごとに徴収していたことから、申立人の主張

とは相違している上、金額も覚えていないなど、申立期間当時の記憶が曖昧で

ある。 

また、申立人は申立期間当時、生活環境の変化など国民年金被保険者資格を

喪失する理由は無く、喪失手続を行った記憶も無いとしているところ、申立人

の所持している年金手帳にはオンライン記録と同じ昭和59年３月24日に任意

加入被保険者資格喪失の記載があるほか、国民年金被保険者台帳及びＡ市の国

民年金被保険者名簿のいずれにおいても同日に国民年金被保険者資格を喪失

していることが確認できる。 

さらに、申立人は上記国民年金被保険者資格喪失後、国民年金の制度改正の

あった昭和 61 年４月１日に再度国民年金被保険者資格（第３号被保険者）を

取得していることが申立人の所持する年金手帳及びＡ市の国民年金被保険者

名簿により確認でき、これはオンライン記録とも一致していることから、申立

期間は国民年金に未加入であり、保険料を納付することはできなかったと考え

られる。 



加えて、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2671 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45年６月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年６月から 47年３月まで 

    家族の国民年金は、父親が加入手続を行い、保険料も納付してくれていた。

私の国民年金手帳の被保険者資格の取得欄には、20 歳になった日が記入さ

れており、同手帳の欄外に父親の名前が書かれていることから、20 歳の時

に父親が国民年金の加入手続を行い、保険料を納付してくれたと思うので、

申立期間について、国民年金保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金加入手続及び国民年金保険料の納付に直接関

与しておらず、これらを行ったとする父親は既に死亡しているため、申立期間

に係る加入手続及び保険料納付の状況の詳細は不明である。 

また、申立人は、自身が所持する国民年金手帳の被保険者資格の取得欄に、

20 歳になった日が記入されていることから、この頃に父親が国民年金の加入

手続を行い、保険料も納付してくれていたと思うとしているが、国民年金手帳

記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 48 年５月頃

に払い出されており、これ以外に申立人に対して別の手帳記号番号が払い出さ

れた形跡は見当たらないことから、この頃に初めて申立人の国民年金加入手続

が行われ、申立人が 20歳に到達した 45年＊月に遡って被保険者資格を取得す

る処理が行われたものとみられ、これは申立人が所持している国民年金手帳の

印紙検認記録欄が昭和 48 年度からのものとなっていることとも符合する。こ

のことから、申立期間当時は国民年金に未加入であったこととなり、父親が保

険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

さらに、上記申立人の加入手続が行われた時期を基準とすると、申立期間の

うち、昭和 45年６月から 46年３月までの期間は既に時効が成立しており、保



険料を遡って納付することもできなかったと考えられる。 

加えて、加入手続時期において過年度納付することが可能であった昭和 47

年４月から 48 年３月までの期間の保険料は納付済みとされているものの、同

様に過年度納付が可能であった、申立期間のうち、46年４月から 47年３月ま

での期間の保険料については、申立人の国民年金被保険者台帳及びＡ市の国民

年金被保険者名簿においても保険料は未納とされている上、申立人と同様に父

親が加入手続を行い保険料を納付していたとする兄も、加入手続の時（国民年

金手帳記号番号が払い出された 46 年３月）に 20 歳到達時（42 年＊月）に遡

って被保険者資格を取得しているが、加入手続時において過年度納付が可能で

あった期間のうち、44 年１月から同年９月までの期間の保険料は未納とされ

ていることから、父親が保険料を納付したとまでは推認し難い。 

このほか、父親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2672 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48年９月から 52年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年９月から 52年３月まで 

    私は、Ａ市役所で国民年金の加入手続を行った覚えは無いものの、20 歳

になった昭和 48 年＊月以降から、納付書が同市役所から送付されてきたの

で、３か月ごとに金融機関で国民年金保険料を納付していた。納付を証明す

るものは無いが、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、加入手続をした覚えは無いものの、20 歳になってから納付書が

Ａ市役所から送付されてきたとしているが、加入手続を行っていない者に対し

て納付書が発行・送付されることは無いことから、申立人の主張は不合理であ

る。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料は、納付書により金融機関で納

付したとしているところ、申立人は、申立期間の保険料の納付時期及び納付金

額は覚えていないとしていることから、申立人の申立期間に係る保険料納付状

況の記憶は曖昧である。 

さらに、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出補助簿によると、申

立人の加入手続は、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の任意加入被保険者

の資格取得状況から昭和 53 年１月頃に行われ、この加入手続に際して、資格

取得日を遡って申立人の20歳到達日の48年＊月＊日とする事務処理が行われ

たとみられる。このことは、申立人が唯一所持する年金手帳の「初めて被保険

者となった日」に記載されている年月日とも一致する。このため、申立人は、

申立期間当時、国民年金に未加入であったものとみられる上、この加入手続が

行われた 53 年１月を基準とすると、申立期間のうち、48 年９月から 50 年９

月までの保険料は時効により納付することはできず、同年 10月から 52年３月



までの保険料は過年度納付が可能であったものの、申立人は、当該期間の保険

料を遡ってまとめて納付した記憶は無いとしている。 

加えて、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2673 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年５月から２年 10 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年５月から２年 10月まで 

    私は、国民年金の加入手続を行った時期、場所及び加入後の国民年金保険

料の納付金額については明確に覚えていないが、学生時代、Ａ市に居住して

おり、20 歳の誕生日前後に、国民年金保険料を納付するようにとの通知を

受け取り、それ以降、毎月、期日までに納付書で納付していた。申立期間の

保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、学生時代、Ａ市に居住しており、20 歳の誕生日前後に、国民年

金保険料を納付するようにとの通知を受け取り、それ以降、毎月、期日までに

納付書で納付していたとしているところ、ⅰ）申立人は、申立期間に係る国民

年金の加入手続時期、加入手続場所及び手続後交付される年金手帳の受領につ

いては覚えていないとしていること、ⅱ）加入後の申立期間の国民年金保険料

を毎月１万円以上納付したとしているが、保険料月額が１万円以上となるのは

平成５年度以降であること、ⅲ）申立人は、平成２年４月頃からは実家のある

Ｂ市でＡ市が発行した納付書によりＣ信用金庫で現年度納付したとしている

ものの、同市では、申立期間当時、同信用金庫は同市の指定代理金融機関及び

収納代理金融機関には指定されておらず、同信用金庫で同市が作成・交付した

納付書により保険料を納付することはできなかったとしていることから、申立

人の申立期間に係る加入手続及び保険料納付状況の記憶は曖昧である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は、平成６年８月９日にＢ市で払い出されており、これ

以前に申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらな

いことから、この頃に初めて申立人の国民年金の加入手続が行われ、この加入



手続の際に資格取得日を遡って申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失し

た同年６月１日とする事務処理が行われたものとみられる。このことは、Ａ市

に申立人の加入記録が存在しない上、申立人が所持する年金手帳及びＢ市が保

管する申立人の国民年金リストの記載内容とも符合し、申立人は、申立期間に

おいては学生であったとしており、当該期間は任意加入の対象者となる期間と

なることから、この期間について、制度上、遡って被保険者資格を取得するこ

とはできない。このため、この資格取得日を基準とすると、申立期間は国民年

金に未加入となり、申立人は当該期間の保険料を納付することはできなかった

ものとみられる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2674 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年８月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年８月から平成３年３月まで 

    私が 20 歳になった時に母親がＡ町役場で私の国民年金の加入手続を行い、

毎月金融機関で国民年金保険料を納付してくれていた。私は、申立期間当時、

学生で 21 歳頃に実家である同町から住民票をそれまで住んでいたＢ市に移

したが、保険料については母親が就職（平成３年４月）するまで同町役場で

納付してくれていた。母親は、妹についても国民年金の加入手続を行い、保

険料を納付していた。妹は保険料の納付記録があるのに、私の申立期間の保

険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金加入手続及び国民年金保険料納付に直接

関与しておらず、これらを行ったとする母親は、「息子が 20歳の時には、既に

住民票をＢ市に移していたが、Ａ町役場で息子の加入手続を行い、息子が就職

するまで家族の分と一緒に保険料を納付していた。最初は納付書により役場で

納付し、途中から金融機関の口座振替で毎月納付した。」としている。しかし

ながら、ⅰ）公簿では、申立人の申立期間当時の住所を確認することはできず、

申立人は、21 歳頃に同町から住民票を移したとしているものの、加入手続を

行ったとする母親は、申立人が 20 歳の時は住民票を同市に移していたとして

おり、加入手続は住民票がある市町村で行うこととされていることから、母親

の主張は合理的ではないこと、ⅱ）母親は、加入手続後において交付される国

民年金手帳の受領、保険料の納付金額、振替手続時期及びその銀行名について

は覚えていないとしていること、ⅲ）オンライン記録によると、申立期間当時、

母親は第３号被保険者（昭和 61年４月から平成９年 11月まで）とされている

ほか、妹の被保険者資格取得日は制度改正により学生が国民年金強制適用とさ



れた３年４月１日とされているため、申立期間においては母親及び妹共に保険

料の納付対象者ではなかったことから、母親の申立人の加入手続及び申立期間

の保険料納付状況に係る記憶は曖昧である。 

また、申立人は、前述のとおり、21 歳頃にＡ町から住民票をＢ市に移した

が、同市では納付のための手続を行ったことは無く、就職（平成３年４月）す

るまで母親が同町役場で納付してくれていたとしているが、国民年金の加入及

び保険料納付は住民票のある市町村で行うこととされていることから、申立期

間のうち、申立人が主張する同町から住民票を同市に移した以降の期間につい

ては、母親は申立人の保険料を同町では納付することはできない。 

さらに、国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによれば、申立人に国民

年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらず、Ａ町においても申立人の

国民年金に係る加入記録は存在しないなど、申立人が国民年金に加入していた

事実が確認できない。このため、申立期間は、国民年金に未加入となり、母親

は、当該期間の保険料を納付することはできなかったものとみられる。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料(預

金通帳等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 

 



愛知国民年金 事案 2677 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60年８月、同年９月及び 63年９月の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 60年８月及び同年９月 

             ② 昭和 63年９月 

    会社を退職した都度、母親が国民年金加入手続を行い、国民年金保険料を

納付した。姉も国民年金に加入しており、母親は加入手続の必要性や納付義

務を承知していたので、申立期間について、保険料の納付があったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②の国民年金加入手続及び保険料納付に直接関与

しておらず、これらを行ったとする母親の記憶は明確ではないことから、国民

年金加入手続及び保険料納付の具体的状況は不明である。 

また、申立人は、会社を退職した都度、母親が申立人の国民年金加入手続を

行い、保険料も納付したとしているが、オンライン記録及びＡ市の国民年金被

保険者名簿によると、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出されたのは、申

立人がＢ社を退職した後の平成４年７月頃と推認され、これ以外に申立人に対

して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらないことから、

申立人はこの頃に初めて国民年金の加入手続を行ったものとみられる。 

さらに、申立人の国民年金被保険者資格取得日は、Ｂ社における厚生年金保

険被保険者資格を喪失した平成４年６月 21 日とされており、これは申立人が

所持する年金手帳の記録とも一致していることから、申立人は申立期間①及び

②共に国民年金に未加入となり、保険料を納付することはできなかったと考え

られる。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを



うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 2678 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年 10 月から 40 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年 10月から 40年７月まで 

    申立期間当時、Ａ市に住んでおり、子供がいたので国民健康保険の加入手

続を行い、同時に国民年金にも加入し、国民年金保険料を納付した。申立期

間の保険料を納付したことが分かるものは無いが納付のあったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金について、Ａ市Ｂ出張所で国民健康保険と一

緒に夫婦二人の加入手続を行い、保険料も国民健康保険の保険料と一緒に夫婦

二人分を毎月納付していたとしているが、国民年金手帳の受領時期及び保険料

納付額については分からないとしており、その記憶は曖昧である。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番

号は申立人がＣ市に転居した昭和 43 年１月５日に夫婦連番で払い出されてお

り、これ以外に申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡

は見当たらないことから、この頃に初めて申立人の国民年金加入手続が行われ

たとみられる。 

さらに、Ｃ市の国民年金被保険者名簿及び申立人が所持する国民年金手帳に

おける被保険者資格取得日は昭和43年１月15日とされているところ、これは、

オンライン記録の被保険者資格取得日である同年１月１日とは異なるものの、

ほぼ同時期であり、申立人の被保険者資格取得日がいずれであったとしても、

申立期間は国民年金に未加入となることから、保険料を納付することはできな

かったと考えられる。 

加えて、申立人が所持している国民健康保険被保険者証によるとＡ市におい

て昭和 37 年 10 月 23 日に国民健康保険被保険者資格を取得していることが確



認できるものの、国民年金と国民健康保険は別の制度である上、保険料を毎月

納付したとする申立人の主張は、申立期間当時の同市における国民健康保険料

の徴収方法とは一致するが、３か月ごとであった国民年金保険料の徴収方法と

は異なることからも、国民健康保険に加入していることをもって、国民年金に

加入しているとまでは言えない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2679 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年 10 月から 40 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年 10月から 40年７月まで 

    申立期間当時、Ａ市に住んでおり、子供がいたので国民健康保険の加入手

続を行い、同時に国民年金にも加入し、国民年金保険料を納付した。申立期

間の保険料を納付したことが分かるものは無いが納付のあったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金について、Ａ市Ｂ出張所で国民健康保険と一

緒に夫婦二人の加入手続を行い、保険料も国民健康保険の保険料と一緒に夫婦

二人分を毎月納付していたとしているが、国民年金手帳の受領時期及び保険料

納付額については分からないとしており、その記憶は曖昧である。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番

号は申立人がＣ市に転居した昭和 43 年１月５日に夫婦連番で払い出されてお

り、これ以前に申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡

は見当たらないことから、この頃に初めて申立人の国民年金加入手続が行われ

たとみられる。 

さらに、Ｃ市の国民年金被保険者名簿における被保険者資格取得日は昭和

43年１月 15日とされているところ、これは、オンライン記録の被保険者資格

取得日である同年１月１日とは異なるものの、ほぼ同時期であり、申立人の被

保険者資格取得日がいずれであったとしても、申立期間は国民年金に未加入と

なることから、保険料を納付することはできなかったと考えられる。 

加えて、申立人が所持している国民健康保険被保険者証によるとＡ市におい

て昭和 37 年 10 月 23 日に国民健康保険被保険者資格を取得していることが確

認できるものの、国民年金と国民健康保険は別の制度である上、保険料を毎月



納付したとする申立人の主張は、申立期間当時の同市における国民健康保険料

の徴収方法とは一致するが、３か月ごとであった国民年金保険料の徴収方法と

は異なることからも、国民健康保険に加入していることをもって、国民年金に

加入しているとまでは言えない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2680 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成９年７月から同年９月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年７月から同年９月まで 

    会社退職（平成９年６月末）後、国民年金の通知が来て妻が私の国民年金

加入手続を行った。同年 10 月に再就職するまでの申立期間の国民年金保険

料は、妻が夫婦二人分で毎月３万円ぐらいを納付したと思う。国民年金保険

料を含め国民健康保険等の支払は、妻が夫婦二人分を一緒に納付している。

妻には蓄えが無いため、自分の分だけ納付することは無く、申立期間につい

て妻は納付済みとされているにもかかわらず、私の分だけ未納とされている

のはおかしい。 

申立期間の保険料を納付したことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社退職（平成９年６月末）後の申立期間に係る国民年金加入手

続及び国民年金保険料納付に直接関与しておらず、これらを行ったとする妻は、

申立人の会社退職後における申立人の厚生年金保険から国民年金への切替手

続を行った時期及び場所については覚えていないとしている上、申立期間の保

険料は毎月申立人の分と一緒に納付していたと思うとしているものの、妻のオ

ンライン記録を見ると、申立期間である同年７月から同年９月までの期間は同

年 11 月頃に第１号被保険者期間とする事務処理が行われたとみられ、この期

間の保険料が同年 11 月４日に一括納付されていることが確認でき、申立人及

びその妻が記憶している申立期間の保険料の納付周期と異なっていることか

ら、申立人及びその妻の申立期間に係る加入手続及び保険料納付状況の記憶は

曖昧である。 

また、オンライン記録によれば、申立人は、平成７年７月１日に厚生年金保

険被保険者資格を取得したことにより、同日に国民年金被保険者資格を喪失し



たこととされ、その後、９年７月１日に厚生年金保険被保険者資格を喪失し、

再び厚生年金保険被保険者資格を取得した同年 10 月１日までの間において、

申立人が国民年金に加入していたことをうかがわせる形跡は見当たらない。こ

のことは申立人が所持する年金手帳の国民年金の記録欄において申立期間に

係る加入記録の記載が無いこととも符合する。このため、申立期間は国民年金

に未加入となり、妻は、当該期間の保険料を納付することはできなかったもの

とみられる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（確定申

告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2681 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年７月から 59年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年７月から 59年６月まで 

    私が 20歳になった昭和 58年＊月に国民年金の案内が届いたので、同月か

翌月に母親と一緒にＡ市Ｂ区役所に出向き、私の国民年金の加入手続を行っ

た。その際に担当職員から国民年金保険料月額は１万円であるが、１年分の

保険料を一括で払うと割引となり 11 万円ぐらいになると言われたので、後

日、母親が同区役所内の金融機関で１年分の保険料を一括で納付した。申立

期間について納付を証明するものは無いが、納付していたことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、母親と一緒にＡ市Ｂ区役所に行き、自身の国民年金加入手続を行

い、母親が申立期間の１年分の保険料 11 万円ぐらいを一括納付したとしてい

るところ、ⅰ）申立人及びその母親共に加入手続時期及び加入手続後に交付さ

れる年金手帳の受領については覚えていないとしていること、ⅱ）申立人の保

険料を納付したとする母親は、納付時期及び納付金額は覚えていないとしてい

ること、ⅲ）申立期間の保険料を１年前納した場合の保険料額は６万 9,390

円となり、申立人が納付したと主張する金額とは乖離
か い り

していることから、申立

人及びその母親の申立期間に係る加入手続及び保険料納付状況の記憶は曖昧

である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳払出控によれば、申立人の国民年金

手帳記号番号は、Ａ市Ｂ区において資格取得日を昭和 61 年８月１日として同

年９月 30 日に払い出されており、これ以前に申立人に別の国民年金手帳記号

番号が払い出された形跡は見当たらないことから、その頃に初めて申立人の加



入手続が行われたものとみられる。このことは、同市の国民年金被保険者名簿

及び申立人が所持する年金手帳の記載内容とも符合する。このため、この資格

取得日を基準とすると、申立期間は国民年金に未加入となることから、母親は、

申立期間の保険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

さらに、オンライン記録によると、申立人は、申立期間のうち、昭和 59 年

３月から同年６月までは、厚生年金保険被保険者期間とされており、申立人が

主張するとおり当該期間の国民年金保険料が納付されていた場合、保険料は還

付されることとなるが、当該期間の保険料が還付された形跡は見当たらない上、

申立人及びその母親も保険料が還付された記憶は無いとしている。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2682 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40年４月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年４月から 44年３月まで 

    厚生年金保険の無い会社に勤めていたので、父親に国民年金への加入を勧

められ、父親が私が 21 歳頃にＡ町役場で国民年金加入手続を行った。国民

年金保険料は、父親が窓口で 20 歳まで遡ってまとめて納めてくれた記憶が

ある。その後の保険料は、父親が母親や兄の分と一緒に半年分ぐらいずつ納

付していたと思う。申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続及び国民年金保険料納付に直接関与しておらず、

これらを行ったとする父親は既に死亡していることから、加入手続及び保険料

納付状況は不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金受付処理簿によると、昭

和 44 年 10月 15 日にＡ町で払い出されており、これ以外に申立人に別の国民

年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらないことから、その頃に初め

て加入手続が行われ、20歳到達時の 40年＊月に遡って資格取得されたものと

みられる。この手続時期を基準とすると、申立期間のうち、同年４月から 42

年６月までの期間は時効により保険料を納付することはできない。 

さらに、申立期間のうち、昭和 42年７月から 44年３月までの期間について

は過年度納付することは可能であったものの、申立人は、父親が保険料を遡っ

て納付したのはＡ町窓口としているところ、当時同町では、過年度保険料を収

納するようなことは無かったとしており、申立人の主張とは相違している。 

加えて、申立人に係る国民年金被保険者台帳も申立期間は未納とされており、

オンライン記録と一致している上、父親が申立期間の保険料を納付したことを

示す関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納



付したことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2683 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年７月から 54年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年７月から 54年３月まで 

    私は昭和 53 年３月頃、収入のめどがつき、Ａ市役所の年金窓口で国民年

金の加入手続を行った。その後、市役所から今からでも遡って納付すること

ができると説明された。再三の電話に根負けし、まず、２年分の国民年金保

険料を納付書により近所の郵便局で納付した。しばらく後に、再び市役所の

担当者から電話があり、残りの分をまとめて同じ郵便局で納付した。納付を

証明するものは無いが、申立期間の保険料の納付を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 53 年３月頃、Ａ市役所で国民年金の加入手続を行い、その

後同市役所からの再三の電話勧奨により、遡って国民年金保険料を納付したと

しているところ、オンライン記録及び申立人の国民年金手帳記号番号の周辺の

任意加入者の資格取得状況から、申立人の加入手続は 54 年７月頃に同市で行

われ、その際に遡って資格取得日を 20歳到達の 49年＊月＊日とする事務処理

が行われたものとみられる。この加入手続が行われた時期は第３回特例納付実

施期間（53年７月から 55年６月まで）中であったことから、申立期間の保険

料を過年度納付と特例納付を利用して納付することは可能であった。しかしな

がら、申立人は、この加入手続時点で 25歳であり、60歳到達の前月まで未納

無く保険料を納付した場合の保険料納付月数は 420か月となり、国民年金の受

給権確保（保険料納付月数等が合計で 300か月必要）は可能であり、特例納付

する必要性は乏しいことから、同市の国民年金担当職員が再三、申立人に対し

て特例納付の勧奨を行ったとは考え難い上、同市では、当時、電話による特例

納付の勧奨は行っていなかったとしており、申立人の主張とは相違する。 

また、申立人は、申立期間の保険料は、昭和 54年から 55年までの間に２回



に分けて納付し、納付した保険料月額は 3,000円程度であったとしているとこ

ろ、申立人は、この２回に分けて納付したとする保険料の納付対象期間、納付

時期及び納付金額については覚えていないとしている上、申立期間の保険料を

特例納付した場合の保険料月額は 4,000円、前述の加入手続時期を基準とした

場合、52年４月以降は過年度納付となり、その保険料月額は2,200円から2,730

円までとなり、申立人が納付したと主張する保険料月額と相違することから、

申立人の申立期間の保険料納付状況に係る記憶は曖昧である。 

さらに、申立人は、Ａ市からＡ４サイズでミシン目があり１枚の用紙を３つ

に切り離す様式の納付書が数枚送付されてきて、この納付書で申立期間の保険

料を納付したとしているが、申立期間当時の過年度及び特例納付の納付書は、

縦９センチメートル、横 21 センチメートル、裏面塗装カーボンによる３部複

写であったことから、申立人の主張とは相違する。 

加えて、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たら

ない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確定

申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 

 



愛知国民年金 事案 2684 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40年２月から同年６月までの期間及び 43年 11月から 49年５

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年２月から同年６月まで 

             ② 昭和 43年 11月から 49年５月まで 

    私は両親から成人式を済ませたら、国民年金に加入することは義務である

と言われていた。そのため、私が就職するまでの期間は、父親がＡ市Ｂ区役

所で私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料も納付してくれていた

はずだ。会社退職後、婚姻（昭和 43年 11月）により同区からＣ町に転居し

たことを契機に、自分で同町Ｄ支所において加入手続を行い、１年に数回同

支所で保険料を納付していた。納付したことを証明する領収書や家計簿等は

無いが、申立期間の保険料を納付したことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、父親が当該期間に係る国民年金加入手続

及び国民年金保険料の納付を行ったとしているところ、父親は既に死亡してい

ることから、申立期間①に係る加入手続及び保険料納付状況の詳細は不明であ

る。 

また、申立期間②については、申立人は、婚姻後Ｃ町Ｄ支所で国民年金の加

入手続を行い、その場で国民年金手帳の交付を受け、加入後の保険料は、毎年

数回同支所の国民年金窓口で納付したとしているところ、ⅰ）同町では、当時、

同支所で加入手続が行われた場合、提出された届出書等を町役場担当部署へ送

達するのみで、年金手帳の交付は行っていないとしていること、ⅱ）申立人は、

申立期間②の保険料の納付時期、納付周期、納付方法及び納付金額を覚えてい

ないとしていることから、申立人の申立期間②に係る加入手続及び保険料納付

状況の記憶は曖昧である。 



さらに、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人

の国民年金手帳記号番号は、昭和 50 年 12 月 24 日にＣ町において払い出され

ており、これ以前に申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は

見当たらないことから、その頃に初めて申立人の加入手続が行われ、その手続

の際に資格取得日を51年１月11日とする事務処理が行われたものとみられる。

このことは、同町の国民年金被保険者名簿に記載されている資格取得日とも一

致する上、Ａ市において申立人が申立期間において国民年金に加入していた記

録が存在しないこととも符合する。このため、この資格取得日を基準とすると、

申立期間は国民年金に未加入となり、当該期間の保険料を納付することはでき

ない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2685 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 14年４月から 15年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年４月から 15年３月まで 

    私は、平成 14 年３月頃にＡ市Ｂ区役所で年金担当職員から高齢任意加入

の説明を受けた。その時加入手続を行ったかどうかよく覚えていないが、説

明を受けてからすぐにＣ社会保険事務所（当時）と社会保険業務センター（当

時）の２か所から納付書が送られてきたので、社会保険業務センターの納付

書により平成 14 年度の保険料をまとめて同年３月中に納付した。納付を証

明するものは無いが、申立期間の保険料を納付したことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 14 年３月頃にＡ市Ｂ区役所で年金担当職員から国民年金の

高齢任意加入の説明を受けたものの、高齢任意加入手続はこの時に行ったかど

うかは記憶が無いとしていることから、申立人の加入手続時期に係る記憶は曖

昧である。 

また、申立人は、Ａ市Ｂ区役所で高齢任意加入の説明を受けた際、年金担当

職員から平成 14 年度の国民年金保険料を平成 14 年３月中に前納すれば 15 万

6,770円に割引になると言われたので、同年３月中に社会保険業務センターか

ら送付されてきた納付書により当該期間の保険料を納付したとしているとこ

ろ、制度上、同年度の保険料を同年３月中に納付することはできない上、13

年度までは現年度保険料の徴収及びそれに伴う納付書の発行等の事務は市区

町村で行われていたことから、同年度末の３月中に社会保険業務センターから

翌年度となる 14 年度の納付書が申立人に送付されることは無かったものとみ

られる。 

さらに、オンライン記録及び申立人が所持するＣ社会保険事務所が発行した

国民年金任意加入被保険者資格取得申出受理通知書共に申立人の任意加入被



保険者資格取得日は、平成 15年４月 14日とされており、このことは、国民年

金被保険者資格取得申出書（高齢任意用）において、申立人が記載した同申出

書の提出日が同年４月 14 日とされていることとも符合する。このため、申立

期間は、国民年金に未加入となり、申立人は、当該期間の保険料を納付するこ

とはできなかったものとみられる。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2686 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年９月、51 年４月から同年８月までの期間、55 年 12 月及

び 56 年１月の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年９月 

             ② 昭和 51年４月から同年８月まで 

             ③ 昭和 55年 12月及び 56年１月 

    婚姻（昭和 46 年６月）後の私の国民年金加入手続及び保険料納付は、妻

が行っていた。妻は、私が転職する都度、国民年金への切替手続を行ったこ

とや、申立期間当時に夫婦二人分の保険料を毎月集金人に納付していたこと

を覚えている。妻は申立期間の保険料を全て納付済みとされているのに、私

は未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金加入手続に直接関与しておらず、これら

を行ったとする妻は、申立人が転職する都度、国民年金の加入手続を行ってい

たとしているものの、申立期間の加入手続時期及び加入手続場所は覚えていな

いとしていることから、妻の申立人の当該期間に係る加入手続状況の詳細は不

明である。 

また、妻は、申立人の申立期間の保険料は全て申立人と自身の保険料を一緒

に毎月集金人（国民年金推進員）に納付していたとしているところ、ⅰ）Ａ市

では、昭和 53 年度で集金人（国民年金推進員）による保険料の徴収制度を廃

止しており、申立期間当時の保険料徴収周期は、いずれも３か月ごとであった

としていること、ⅱ）妻は、申立期間の保険料の納付金額は覚えていないとし

ていることから、妻の申立期間に係る保険料納付状況に関する記憶は曖昧であ

る。 

さらに、国民年金被保険者台帳及びオンライン記録によると、申立人の国民



年金加入記録は、当初、昭和 40 年 10 月 22 日資格取得、47 年７月 21 日資格

喪失、同年 10月１日資格取得、49年６月３日資格喪失、50年 12 月 21日資格

取得、51年４月１日資格喪失、同年９月１日資格取得、55年３月 19日資格喪

失とされていたが、平成７年２月 23 日に申立人の厚生年金保険被保険者資格

取得日及び資格喪失日との相違が判明したことにより、申立人の国民年金の加

入記録を昭和 40 年 10 月 22 日資格取得、47 年７月 21 日資格喪失、同年９月

26日資格取得、49年６月３日資格喪失、50 年 12月 22日資格取得、51年１月

12 日資格喪失（同年１月から同年３月までの国民年金保険料が平成７年７月

14日に還付されている。）、昭和 51年４月 11 日資格取得、55年３月 19日資格

喪失（平成 15年３月 20日に厚生年金保険被保険者資格取得日と重複していた

ため、昭和 55 年３月 14 日に訂正。）に訂正されると共に、同年 12 月 17 日資

格取得及び 56 年２月１日資格喪失の記録が追加されていることが確認できる。

このため、申立期間はいずれもこの加入記録の訂正・追加に伴い生じた未納期

間となることから、当時、当該期間は、国民年金に未加入であったものとみら

れる上、この加入記録の訂正・追加が行われた日を基準とすると、申立期間の

保険料は時効により納付することはできなかったものと考えられる。 

加えて、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらない上、妻が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2687 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53年８月から同年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年８月から同年 12月まで 

    私の父親が、Ａ市Ｂ区役所で申立期間の国民年金の加入手続を行い、国民

年金保険料も納付していたはずである。申立期間の保険料を納付したことを

示す資料は無いが、申立期間の保険料が未納とされていることは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続及び申立期間の国民年金保険料納付に直接関与

しておらず、これらを行ったとする父親は、既に死亡していることから、申立

人の加入手続及び申立期間の保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、オンライン記録、国民年金被保険者台帳及びＡ市が保管する国民年金

保険料検認状況一覧票の「得喪歴史」を見ると、いずれも申立人は、任意加入

被保険者として昭和 54年１月 20日に資格取得したこととされている。このこ

とは、申立人が所持する年金手帳の資格取得日及び年金手帳の氏名変更年月日

共に同年１月 20 日とされていることとも符合する。このため、申立人の加入

手続はこの資格取得日に行われたものとみられる。 

さらに、申立期間のうち、申立人が婚姻した昭和 53年 12月は、夫は厚生年

金保険被保険者であったことから、申立人に係る当該期間は任意加入対象期間

となり、制度上、加入手続を行った時から当該期間を遡って被保険者資格を取

得することはできない上、申立期間のうち、婚姻前の同年８月から同年 11 月

までは、第１号被保険者期間となるものの、当該期間については、前述のとお

り、いずれの記録も申立人が国民年金に加入していたことをうかがわせる形跡

が見当たらない。このため、この資格取得日を基準とすると、申立期間は国民

年金に未加入となり、父親は、申立期間の保険料を納付することはできなかっ



たものとみられる。 

加えて、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2688 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和59年11月から平成２年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年 11月から平成２年１月まで 

    当時、私は大学生だったので、国民年金保険料は、両親が納付してくれて

いたはずである。申立期間の保険料を納付していたことを示す資料は無いが、

申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続及び申立期間の国民年金保険料納付に直接関与

しておらず、申立人の申立期間の保険料を納付したとする母親は、「市役所で

申立人の加入手続を行ったことは無く、当時、国民皆保険ということで、制度

が変わると言われていたことは覚えており、それで昭和 61 年４月以降に市役

所から納付書が送付されてきたのだと思う。保険料納付は、この送付されてき

た納付書により金融機関で納付していたはずである。」としているところ、制

度上、国民年金加入手続を行っていない者に対して納付書が作成・送付される

ことは無いことから、母親の主張は不合理である上、母親は、保険料の納付時

期、納付周期及び納付金額は覚えていないとしていることから、母親の申立人

の申立期間に係る保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによれ

ば、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない上、申

立人が、申立期間当時居住していたとするＡ市においても申立人に係る国民年

金の加入記録は存在しないなど、申立人が国民年金に加入していた事実が確認

できない。このため、申立期間は国民年金に未加入であったものとみられ、母

親は、申立人の申立期間の保険料を納付することはできなかったものと考えら

れる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確



定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2689 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年 10 月から４年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年 10月から４年２月まで 

    私は、20 歳を過ぎてから時期は覚えていないが、Ａ市Ｂ区役所で、国民

年金の加入手続を行い、未納期間の国民年金保険料は全て遡って一括納付し

た。保険料の納付時期、納付回数及び納付金額は覚えていないが、申立期間

の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳を過ぎてからＡ市Ｂ区役所で国民年金加入手続を行い、申

立期間の保険料は遡って一括納付したとしているところ、申立人は、加入手続

時期、加入手続後において交付される国民年金手帳の受領、保険料の納付場所、

納付方法、納付時期及び納付金額については覚えていないとしていることから、

加入手続及び申立期間の保険料納付状況に係る記憶は曖昧である。 

また、オンライン記録、国民年金手帳記号番号払出簿及び国民年金手帳払出

控によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成６年３月から同年５月頃

にＡ市Ｂ区で払い出されており、これ以前に申立人に別の国民年金手帳記号番

号が払い出された形跡は見当たらないことから、その頃に初めて申立人の国民

年金加入手続が行われ、この加入手続において、資格取得日を遡って３年＊月

＊日(20 歳到達時)とする事務処理が行われたものとみられる。このことは、

同市の国民年金被保険者名簿に記載されている資格取得年月日とも符合する。

このため、この手帳記号番号払出時期を基準とすると、申立期間のうち、同年

10 月から４年１月までの保険料は時効により納付することはできず、同年２

月の保険料は過年度納付が可能であったものの、申立期間直後の同年３月から

同年 11月までの保険料が６年４月 15日に過年度納付されていることから、４

年２月の過年度納付書が作成・送付されたとも考えられるが、この過年度納付



された時点では同年２月については時効となることから、申立人は当該期間の

保険料を納付することはできなかったものとみられる。 

さらに、申立人は、加入手続後、申立期間の保険料の納付金額は覚えていな

いが何十万円かを２回に分けて納付したような気がするとしているところ、申

立人の納付記録を見ると、前述のとおり、申立期間直後の平成４年３月から同

年 11月までの保険料（８万 6,600円）が６年４月 15日に納付され、その３日

後となる同年４月 18 日に、５年８月から６年４月までの保険料（９万 5,100

円）が納付されていることが確認できることから、申立人が未納期間の保険料

を遡って納付したと記憶している保険料は、この期間の保険料であった可能性

も否定できない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 

 



愛知厚生年金 事案 4975 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和58年12月から平成４年９月まで 

私のＡ社及びＢ社における申立期間の標準報酬月額は、給与明細表の支給

額に比べて低額になっているので、適正なものに訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和60年10月から62年６月までの期間及び同年９月から平

成４年２月までの期間については、申立人から提出された給与明細表により、

申立人の主張する給与額が支給されていたことが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、申立人か

ら提出された給与明細表によると、保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オ

ンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

申立期間のうち、昭和62年７月及び同年８月については、申立人は、給与明

細表等の給与額及び保険料控除を確認できる資料を所持していない上、Ｂ社は、

申立期間当時の資料は無く、当時の厚生年金保険の取扱いについては不明と回

答しているものの、当該期間とその前後の期間に係るオンライン記録の標準報

酬月額が同額であることから、当該期間についても、前後の期間の給与明細表

で確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額と同額の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料が控除されていたものと考えられる。 

申立期間のうち、昭和58年12月から60年９月までの期間及び平成４年３月か

ら同年９月までの期間については、上記と同様に、申立人は、給与明細表等の



給与額及び保険料控除を確認できる資料を所持していない上、申立人が名前を

挙げた複数の同僚及び申立期間にＡ社及びＢ社において厚生年金保険被保険

者記録が認められる同僚は、「給与から控除された厚生年金保険料は、標準報

酬月額に見合った額だったと思う。」、「厚生年金保険の取扱いについては、よ

く分からない。」と証言しているところ、いずれの同僚からも給与明細表の提

出がないことから、当該期間におけるＡ社及びＢ社の厚生年金保険の取扱いに

ついて確認できない。 

また、上記の複数の同僚の標準報酬月額について、経験年数等が同一でない

ため一概に比較することはできないが、申立人の標準報酬月額の推移と特段の

差異は認められず、申立人の標準報酬月額のみが不自然となっている状況はう

かがえない。 

さらに、Ｂ社が加入していたＣ健康保険組合の記録により、申立人の平成３

年 10 月から４年９月までの期間における標準報酬月額は、オンライン記録の

標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4976 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  平成 19年４月から 20年６月まで 

申立期間について、私の標準報酬月額が低額になっているので、正しいも

のに訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間における標準報酬月額は、当初、

56 万円と記録されていたが、当該期間に係る保険料の徴収権が時効により消

滅した後の平成 22 年８月 10 日付けで 62 万円に訂正されており、厚生年金保

険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額とな

らない記録とされている。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの

標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、申立人から

提出された給与明細書及びＡ社から提出された賃金台帳により、申立期間の保

険料控除額に見合う標準報酬月額（56 万円）がオンライン記録の標準報酬月

額（56万円）と一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4977 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年５月 28日から 20 年 11月１日まで 

    私は、Ａ社Ｂ支店に昭和 20 年 10 月 31 日まで在職していたと記憶してい

る。戦時中に退職したことは考えられないので、申立期間について、厚生年

金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「終戦の１年か２年前に本社が爆撃された記憶がある。昭和 20

年 10 月 31 日まで勤務した。」と主張しているところ、Ａ社本社が爆撃された

のは当時の記録から昭和 20 年６月＊日であることが確認できる上、同社Ｂ支

店の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、申立人と同学年の同僚は、

同年９月 11日までに全て被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

また、Ａ社に保存されている終戦時名簿（同社の社員名簿）に申立人の名前

が無く、申立人は同僚の名前を記憶していないことから、申立期間における勤

務実態について確認できない上、複数の同僚に聴取しても、申立人の申立期間

における勤務実態をうかがわせる証言は得られない。 

さらに、申立人と同様に、終戦前にＡ社Ｂ支店における被保険者資格を喪失

した同期の同僚は、「昭和 20 年８月 15 日の玉音放送を聞いたときは、既に退

職していた。」とし、自らの退職時期と資格喪失時期がおおむね一致している

旨証言している。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4978 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和29年２月20日から35年12月頃まで 

私は、昭和29年２月20日から35年12月頃までＡ社のＢ支店に勤務していた

が、厚生年金保険の被保険者期間となっていない。退社するときに、厚生年

金カードをもらったはずなので、厚生年金保険に加入していたと思う。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社での仕事内容、勤務地である同社Ｂ支店の所在地を具体的に

記憶していることから、期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務して

いたことはうかがえる。 

しかし、オンライン記録によれば、Ａ社は、昭和33年８月１日に厚生年金保

険の適用事業所となっており、申立期間のうち、29年２月20日から33年８月１

日までの期間において同社が適用事業所であったことは確認できない。 

また、申立人がＡ社Ｂ支店で一緒に勤務していたと記憶している同僚は、同

社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、被保険者記録が確認できない。 

さらに、Ａ社の複数の役員が、「学卒者以外で、保険料を引かれたくない従

業員については、厚生年金保険に加入させていなかった。」と証言している上、

同僚の一人が、「私より先に入社していた。」と証言している先輩同僚の被保険

者資格取得日は、証言した同僚の被保険者資格取得日の８か月後であることが

確認できることから、申立期間当時、同社では、従業員全員に厚生年金保険の

被保険者資格を取得させる取扱いではなかった状況がうかがわれる。 

加えて、申立期間におけるＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、

健康保険整理番号に欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4979  

   

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年 12月１日から 50 年３月６日まで 

    私は、昭和 48 年 12 月１日から 50年３月５日までＡ事業所Ｂ支店に勤務

していた。厚生年金保険料を控除されていた記憶があるので、申立期間につ

いて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ事業所からの回答により、申立人が申立期間に同事業

所Ｂ支店に勤務していたことは認められる。 

しかし、オンライン記録において、Ａ事業所Ｂ支店は、厚生年金保険の適用

事業所であったことが確認できない。 

また、Ａ事業所の人事担当は、「Ｂ支店は、厚生年金保険の適用事業所では

なかった。申立期間当時、同支店の職員は、申立人を含めＣ共済組合に加入し

ていた。」と証言している。 

さらに、Ａ事業所から提出された申立人のＣ共済組合の退職一時金決定連絡

書によれば、申立人は、申立期間において同共済組合の組合員となっており、

当該組合員資格を昭和 48 年 12 月１日に取得し、50 年３月６日に喪失してい

ること、及び同年５月 14 日付けで、同共済組合の退職一時金に係る給付決定

を受けていることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。  

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4980 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和 43年５月１日から 48 年９月１日までの期間について

は、申立人は、厚生年金保険の被保険者となることができない事業主であった

ことから、厚生年金保険の被保険者であったと認めることはできない。 

また、申立期間のうち、昭和 48年９月１日から 50年１月１日までの期間に

ついては、申立人は、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年５月１日から 50年１月１日まで 

  厚生年金保険被保険者記録を確認したところ、Ａ社における資格取得日が、

昭和 50 年１月１日とされているが、私は、40 年に個人で同社を立ち上げ、

43 年５月頃には数人の従業員と共に厚生年金保険被保険者となっているは

ずなので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において、申立てに係る事業所の事業主であり、昭和

43 年５月１日付けで同事業所が厚生年金保険の新規適用事業所となる旨の手

続を行い、従業員数人と共に、自らも同日に厚生年金保険の被保険者資格を取

得する旨の手続をしたと主張している。 

申立期間のうち、昭和 43年５月１日から 48 年９月１日までの期間について

は、申立人から提出されたＡ社社史及び商業登記簿謄本によると、申立てに係

る事業所は、申立人を代表取締役として、同年９月１日付けで法人登記されて

おり、申立人が当該期間において、個人事業所の事業主として、申立てに係る

事業所に勤務していたことが認められる。 

しかし、厚生年金保険法上の被保険者は、適用事業所に「使用される者」に

限られていることから、申立人は、そもそも厚生年金保険の被保険者となるこ

とができない者と考えられる。 

なお、厚生年金保険適用事業所台帳及びオンライン記録によると、申立てに



係る事業所は、昭和 48 年５月１日に個人事業所として厚生年金保険の適用事

業所となっており、当該期間のうち、同日以前の期間において適用事業所であ

ったことが確認できない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、当該期間において、厚生年金保険の被保険者となることができない事

業主であったことから、厚生年金保険の被保険者であったと認めることはでき

ない。 

申立期間のうち、昭和 48年９月１日から 50 年１月１日までの期間について

は、申立人から提出されたＡ社社史及び商業登記簿謄本により、申立人が当該

期間において、代表取締役として、申立てに係る事業所が法人化した同社に勤

務していたことが認められる。 

しかし、Ａ社は、昭和 57年３月 27日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、当時の事業主であった申立人は、申立期間当時の厚生年金保険関

係の資料を保管していないことから、申立人の申立期間における厚生年金保険

料の控除について確認できない。 

また、申立人は、昭和 49年９月 12日付けで、Ａ社の事務担当者であった申

立人の妻と共に、夫婦連番で国民年金手帳記号番号を払い出されていることが

確認できる。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

なお、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律（以下「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められるか否か

を判断しているところであるが、特例法第１条第１項ただし書の規定では、特

例対象者（申立人）が保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り

得る状態であったと認められる場合については、記録訂正の対象とすることは

できない旨規定されている。 

したがって、申立人は、申立期間のうち、昭和 48年９月１日から 50年１月

１日までの期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されていたことが認め

られたとしても、当該期間当時、Ａ社の代表取締役であり、上記のとおり特例

法第１条第１項ただし書に規定される「保険料納付義務を履行していないこと

を知り、又は知り得る状態であったと認められる場合」に該当すると認められ

ることから、当該期間について、同法に基づく記録訂正の対象とすることはで

きない。



愛知厚生年金 事案4981 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和48年９月１日から50年１月１日まで 

  私は、夫が経営するＡ社が法人化した昭和48年９月１日から、同社におい

て正社員として勤務し、同時に厚生年金保険被保険者資格を取得したはずで

あるが、年金記録を確認したところ、同社における厚生年金保険の資格取得

日が50年１月１日とされているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の複数の従業員は、申立人が事業主の妻で、申立期間に同社の事務担当

者として勤務していた旨証言していることから、申立人は、申立期間当時、同

社で勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ａ社は、昭和 57年３月 27日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、申立期間当時の厚生年金保険関係資料を保管していないことから、

申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できない。 

また、申立人は、「Ａ社の法人化に伴い、事務担当者として社会保険事務所

（当時）に事業所名称の変更の届出をした昭和 48 年９月１日に、自らも同日

付けで厚生年金保険被保険者の資格取得手続をしている。」と主張しているも

のの、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票によれば、申立人が昭和

50年１月１日付けで資格取得した旨の手続は、同年１月 12日に処理されてい

ることが確認できる上、Ａ社の申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者

原票の健康保険整理番号に欠番も無い。 

さらに、申立人及びその夫は、夫婦連番で昭和 49年９月 12日に国民年金手

帳記号番号を払い出されていることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4982 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年 11月から 39年６月まで 

Ａ社が社名変更した際に、標準報酬月額が下がっているが、昭和 38 年９

月２日から 39 年７月３日まで勤務地は変わらず継続して勤務しており、途

中給与の変更は無かった。申立期間について、適正な標準報酬月額に訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＢ社における厚生年金保険被保険者資格

取得時（昭和38年９月）の標準報酬月額は１万8,000円、社名が変わったＡ社

での被保険者資格取得時（同年11月）の標準報酬月額は、１万6,000円となっ

ているところ、申立人は、「昭和38年９月２日にＢ社に入社してから39年７月

に退社するまで勤務地に変更は無く、給与の変更も無かった。」と主張してい

る。 

しかしながら、Ａ社の事務担当者は、「昭和38年11月に、Ｃ市にあったＢ社

とは別会社のＡ社を設立し、新たに厚生年金保険の適用事業所となったが、当

時の関係資料を保存していないため、厚生年金保険料の控除額、標準報酬月額

の届出状況などは不明である。」と回答している。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、厚生年金保

険の新規適用時（昭和38年11月１日）に被保険者資格を取得した者は175人確

認でき、そのうち、Ｂ社から異動（同日に資格喪失及び取得。）したと考えら

れる者が152人（申立人を除く。）確認できるところ、同社の資格喪失時及びＡ

社の資格取得時の標準報酬月額を比較すると、同社の資格取得時の標準報酬月

額が、Ｂ社の資格喪失時より増えた者は46人、変わらなかった者は90人、減っ

た者は16人であり、このうち１人は、申立人と同じ記録状況（標準報酬月額が



１万8,000円から１万6,000円に変動。）であることが確認できる。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認しても、申立

人の標準報酬月額等の記載内容に不備は無く、オンライン記録とも一致してお

り、遡って標準報酬月額の記録が訂正された形跡も見られない。 

加えて、申立人と同様にＢ社から異動し申立期間において標準報酬月額の変

動があった同僚からは、給与明細書等の資料及び当時の厚生年金保険の取扱い

に係る証言が得られない。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4983 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年４月から 30年９月まで 

    私は、従兄妹である社長に誘われて入社し、厚生年金保険に加入していた

と記憶している。また、年金事務所からも「Ａ事業所は有る。」と回答され

たので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された写真及び事業主の妹の証言から判断すると、申立人は、

期間は定かでないが、Ａ事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ事業所は、厚生年金保険の適用事業所としての記録が確認

できない。 

また、申立人が名前を挙げた同僚は、連絡先が明らかでなく、事業主の妹は、

「Ａ事業所は既に廃業しており、私は勤務したことが無いので、厚生年金保険

のことは分からない。」と証言している。 

なお、申立人が年金事務所から「Ａ事業所は有る。」と回答されたとする主

張について、年金事務所は、「申立人には、Ａ事業所と同一名称の事業所はあ

るが、該当事業所ではないと説明しており、行き違いがあったものと思われ

る。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4984 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年１月から 62年１月まで              

    私は、Ａ社で仕事をしていた。給与から厚生年金保険料が控除されていた

と思うので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社の雇用（在籍）証明書及び複数の同僚の証言から

判断して、申立人は、期間は定かでないが、同社で勤務していたことは認めら

れる。 

しかしながら、Ａ社は、「昭和58年１月の火災により書類等は焼失しており、

当時の厚生年金保険の事務手続など、社員の記録は不明である。」と回答して

おり、申立人の同社における勤務期間及び申立期間における厚生年金保険料の

控除について確認できない。 

また、申立期間にＡ社において厚生年金保険の被保険者記録がある者で、申

立人及び申立人が名前を挙げた同職種の同僚の両者を記憶している同僚は、

「Ａ社が適用事業所になった際に、厚生年金保険についての説明があったと思

うが、ほとんどの同僚は、手取りが少しでも多い方が良いということで加入し

なかった。申立人が名前を挙げた同職種の同僚は加入したが、申立人は加入し

なかったため、厚生年金保険の被保険者記録は無いと記憶している。」と回答

している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の申立期間における

健康保険の整理番号に欠番は見られない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4985 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 12年３月 

申立期間の標準報酬月額が 15 万円とされているが、当時の給与額は、従

前から引き続き 50 万円であり、引き下げられた記憶は無いので、当該期間

の標準報酬月額を実際の給与額に見合った額に訂正してほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、

当初、50 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所で

はなくなった日（平成 12 年４月 16 日）より後の同年４月 24 日付けで、遡っ

て 15万円に引き下げられていることが確認できる。 

しかしながら、Ａ社が会計事務を委託していた事務所の職員は、「申立期間

当時の賃金台帳等の資料は保管しておらず、時期や金額は覚えていないが、Ａ

社の経営状態の悪化に伴い給与を減額したため、社会保険事務所（当時）に届

け出た記憶がある。その際、社会保険事務所から、給与減額に関する議事録を

求められ、提出した記憶がある。標準報酬月額が 50万円から 15万円に下がっ

ているのであれば、記録の方が正しいと思う。」と証言しており、当該減額訂

正処理が、申立人の申立期間における給与額の実態に即した処理であったこと

がうかがえる。 

また、申立人の妻（申立期間当時のＡ社の取締役）は、当該減額訂正処理に

ついては、何も覚えていないと証言している。 

このほか、申立人の申立期間に係る給与額及び保険料控除額について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4986 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成２年９月から同年 12月まで 

    申立期間の標準報酬月額について、定期便の内容と給料支払明細書の保険

料控除額が異なるので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成２年９月から同年 11 月までについては、申立人から

提出された給料支払明細書において確認できる保険料控除額に見合う標準報

酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額よりも高額であることが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、給料支払

明細書において確認できる報酬額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の

標準報酬月額を超えないことが確認できる。  

また、申立期間のうち、平成２年12月については、給料支払明細書において

確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬

月額と一致している。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4987 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年 10月から 61年 11 月まで 

 申立期間について、標準報酬月額が32万円から30万円に下がっているが、

当時給与が引き下げられた覚えは無いので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に係る申立期間の標準報酬月額の記録について、30 万円と

記録されているが、実際の給与は 32万円であったと主張している。  

しかし、Ａ社は、平成４年７月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っており、後継会社も既に解散している上、同社の元事業主は、「当時の資料

は保管しておらず、当時の事務担当者も既に死亡しているため、申立人につい

て、どういった取扱いをしたかは不明。」と回答している。 

また、上記のとおり、当時の事務担当者は死亡しており、同僚に聴取しても、

具体的な証言は得られず、申立人の申立期間の給与額及び保険料控除額につい

て確認できない。  

さらに、Ｂ厚生年金基金は、「申立期間当時から、標準報酬月額に係る届出

は複写式の様式を使用しており、当基金に提出されたものと同一内容の書類を、

社会保険事務所（当時）にも提出していた。」と回答しているところ、同基金

から提出された加入員台帳に記載されている申立人の標準報酬月額は、健康保

険厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録の標準報酬月額と一致して

いる。 

加えて、申立人の標準報酬月額が、遡って訂正された形跡も無い。  

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案4988 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和63年８月から平成12年６月まで 

 私は、Ａ社に勤務していた期間の昭和63年８月から平成12年６月までの標

準報酬月額が当時の給与額よりも低いため、申立期間の標準報酬月額を訂正

してほしい。          

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成８年１月から12年６月までの期間について、申立人か

ら提出された給与明細書及び預金通帳の給与振込額から判断して、申立人が主

張するとおり、給与額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月

額よりも高額であることが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、当該給与

明細書に記載されている当該期間の保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オ

ンライン記録の標準報酬月額を超えていないことが確認できる。  

一方、申立期間のうち、昭和63年８月から平成７年12月までの期間について、

申立人から給与明細書等の資料が提出されておらず、ほかに申立人の主張する

給与額に基づく厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資

料及び周辺事情は見当たらず、当該期間における申立人の給与額及び保険料控

除額について確認できない。 

また、Ａ社の同僚が保管していた給与明細書 (昭和63年11月から平成６年３

月まで) によると、当該同僚についても、当該期間の保険料控除額に見合う標



準報酬月額が、オンライン記録の標準報酬月額を超えていないことが確認でき

ることから、申立人の標準報酬月額のみが同僚と異なり低額であるという事情

は見当たらない。 

さらに、Ａ社は、「申立期間当時の賃金台帳等の給与支払及び厚生年金保険

料控除を確認できる資料については、保管していない。」と回答しており、申

立人の申立期間における給与額及び保険料控除額について確認できない。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案4989 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年６月９日から 39年１月４日まで         

私は、昭和36年６月から38年12月までＡ社に勤務していたが、厚生年金保

険の被保険者記録が無い。保険料控除が証明できる資料は無いが、同社に勤

務していたことは確かなので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の厚生年金保険被保険者記録が確認できる同僚は、申立人のことを記憶

しており、申立人が記憶する同社の勤務内容は当該同僚の証言内容と符合して

いることから、勤務期間は特定できないが、申立人が同社に勤務していたこと

がうかがわれる。 

しかし、当該同僚は、「私は、Ａ社に昭和38年３月に入社した。雇用条件は、

社会保険加入だったのにもかかわらず、厚生年金保険に加入させてもらえなか

った。それを理由に退職を申し出ると、遡って被保険者資格を取得するからと

言われたが、結局２か月ぐらい遡っただけであった。」と証言しており、申立

期間当時、Ａ社では、全ての従業員について厚生年金保険の被保険者資格を取

得させる取扱いを励行していなかったことがうかがえる。 

また、Ａ社の当時の事業主は、既に死亡しており、現在の事業主は、「申立

人を記憶していない。労働者名簿等も無く、申立てどおりの届出は行っていな

い。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4990（事案 3517の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和21年６月から27年７月まで 

昭和21年６月から27年７月までのうち、期間は不明だが、Ａ社及びＢ社

に勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者記録が無いので、

申立期間について、被保険者として認めてほしい旨の申立てをしたところ、

平成22年５月19日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知を受け取

った。 

しかし、新たな資料は無いが納得できないので、再度調査の上、記録を

訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の孫が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、Ａ社が「当時の資料は無いので、申立人

が勤務していたことを確認できない。」と回答していること、複数の同僚に照

会しても申立人の主張を裏付ける証言を得ることはできなかったこと、Ｂ社の

同僚が「自分が入社した昭和22年４月時点で、申立人は、既にＢ社で勤務して

いたが、事業主宅等で勤務していた申立人は、正社員ではなく、厚生年金保険

被保険者の資格を取得していなかったと思う。」と証言していることのほか、

申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情も見当たらないとして、既に当委員会の決定に基

づき、平成22年５月19日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われ

ている。 

これに対し、申立人は、「新たな資料は無いが、納得できないので再度調査 

の上、記録を訂正してほしい。」と主張し、再申立てを行っているが、当該主



張のみでは、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認めることは 

できない。 

このほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案4991 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和56年４月１日から61年１月11日まで 

    私は、申立期間にＡ事業所で勤務していたが、厚生年金保険の記録が無い。

勤務していたことは確かなので、申立期間について、厚生年金保険の被保険

者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所の当時の事業主の妻が申立人を記憶していることから、期間は明ら

かでないが、申立人が同事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ事業所は、申立期間後の平成９年６月

５日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間においては適用事業

所であったことが確認できない。 

また、事業主の妻は、「申立人が勤務していた頃は、個人事業所であり、厚

生年金保険の適用事業所ではなかったので、従業員の給与から厚生年金保険料

は控除していない。事業主であった夫と私は、その頃は国民年金に加入してい

た。」と証言している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4992 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年３月31日から同年４月１日まで     

私は、平成元年６月から３年３月 31日までＡ事業所で勤務した。しかし、

厚生年金保険被保険者記録では同年３月 31 日に被保険者資格を喪失してい

るため、同年３月が厚生年金保険被保険者期間となっていない。調査して記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所から提出された申立人の人事記録によると、申立人は、平成２年４

月１日に３年３月30日を最終日とする日々雇用契約で任用され、最終日の同年

３月30日付けで退職したことが確認できる。 

また、Ａ事業所は、「申立人のような日々雇用契約の職員については、任用

期間の最終月の末日は任用をしておらず、再雇用が無い場合は、任用期間の最

終月の厚生年金保険料は控除していない。」と回答している。 

さらに、申立人と同日の平成３年３月31日にＡ事業所における厚生年金保険

被保険者資格を喪失している同僚は、「私が保管しているＡ事業所の辞令書に

記載されている任用期間は、平成３年３月30日までだった。当時、任用期間の

最終月の末日は出勤していなかった記憶がある。」と証言している。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案4993 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35年３月 16日から 42年１月１日まで 

② 昭和 42年１月１日から同年３月 31日まで  

    私は、申立期間について、脱退手当金が支給されたことになっているが、

脱退手当金をもらった覚えは無いので、当該期間について、厚生年金保険の

被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金の請求書類として提出された脱退手当金裁定請求書

には、当該期間の二事業所名及びその所在地が押印されているほか、同裁定請

求書及び脱退手当金支給決定伺によれば、昭和 42年５月 18日にＡ社会保険事

務所（当時）において受け付けられ、同年７月４日に支払われたことが確認で

きる上、同裁定請求書に記載された申立人の住所が申立人の記憶と一致してい

ることなどを踏まえると、申立人の意思に基づき脱退手当金が請求されたもの

と考えられる。 

また、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金

の支給を意味する「脱」の表示がなされているとともに、脱退手当金は、支給

額に計算上の誤りは無く、裁定請求書受付日から約１か月半後に支給決定され

ているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立期間の厚生年金保険被保険者記号番号と申立期間より後の同被

保険者記号番号とは別番号となっており、申立期間の脱退手当金を受領したた

めに番号が異なっているものと考えるのが自然である。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4994 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年４月 28日から 30 年９月１日まで              

    脱退手当金は受け取っていないので、申立期間について、被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していた事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立

人が記載されているページに記載されている女性のうち、申立人が厚生年金保

険被保険者資格を喪失した昭和 30 年９月の前後２年以内に資格喪失した者４

人の脱退手当金の支給記録を調査したところ、３人に支給記録が確認でき、全

員が資格喪失日から２か月以内に支給決定がなされている上、当時は通算年金

通則法施行前であったことを踏まえると、申立人についてもその委任に基づき

事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立人の厚

生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬

月額等を厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定庁へ回答したことが記録さ

れているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案4995 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和24年４月11日から26年３月27日まで 

             ② 昭和26年８月７日から27年10月８日まで 

             ③ 昭和28年６月10日から30年６月４日まで 

             ④ 昭和31年２月15日から35年１月１日まで 

    私は、脱退手当金を請求したことも、受け取った覚えも無いので、記録を

訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載さ

れている女性 30 人のうち、脱退手当金の支給要件の無い者 17 人を除く 13 人

について脱退手当金の支給記録を確認したところ、申立人を含め 10 人に脱退

手当金の支給記録が確認でき、その全員について資格喪失日から約５か月以内

に脱退手当金の支給決定がなされている上、当時は通算年金通則法施行前であ

ったことを踏まえると、申立人についてもその委任に基づき事業主による代理

請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には脱退手当金の支給を

意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給

額に計算上の誤りは無く、厚生年金保険資格喪失日から約２か月後の昭和 35

年３月 11日に支給決定されているほか、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）

には、脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬月額等を、厚生省（当時）

から当該脱退手当金の裁定庁へ回答したことが記録されているなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案4996（事案4275の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和27年５月17日から28年４月19日まで 

             ② 昭和28年４月27日から同年７月８日まで 

             ③ 昭和28年７月８日から32年３月31日まで 

    前回の申立てについて、平成22年９月８日付けで年金記録の訂正は必要で

ないとする通知文をもらった。 

しかし、私は、脱退手当金を請求したことも受け取った覚えも無く、新た

に、卒業証書が見付かり、支給日には学校に通っていた証拠としてそれを提

出するので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人の脱退手当金が支給された時期は

通算年金通則法施行前であり、20年以上の厚生年金保険被保険者期間がなけれ

ば年金は受給することはできなかったことから、申立期間の事業所を退職後、

昭和51年２月まで厚生年金保険被保険者資格の取得が無い申立人が脱退手当

金を受給することに不自然さはうかがえないこと、申立人の厚生年金保険被保

険者台帳（旧台帳）には、脱退手当金を支給したとする記録がある上、申立期

間の脱退手当金は、申立人が勤務した３事業所の被保険者期間全てが計算の基

礎とされ、かつ、その支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不

自然さはうかがえないことのほか、申立人から聴取しても、受給した記憶が無

いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当

たらないとして、既に当委員会の決定に基づき、平成22年９月８日付け年金記

録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、Ａ事業所を退職した後に入学した専門学校の卒業証

書を提出し、脱退手当金の支給日には、専門学校に通学しており脱退手当金を



受給していないと思うので再度調査をしてほしいと主張し、再度申立てを行っ

ている。 

しかし、当該卒業証書により、申立人が主張するとおり、脱退手当金支給日

当時に専門学校の学生であったことは推認できるものの、そのことが委員会の

当初の決定を変更すべき新たな事情であると認めることはできない。 

そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらない

ことから、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認め

ることはできない。 

 



愛知厚生年金 事案5015（事案1881の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

   氏 名 ： 女 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

   住 所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： ① 昭和32年２月１日から36年５月１日まで 

            ② 昭和36年８月１日から同年10月31日まで 

            ③ 昭和37年３月18日から40年５月11日まで 

前回の申立てについて、平成 21年 11月５日付けで年金記録の訂正は必要

でないとする通知文をもらった。 

しかし、脱退手当金を請求したことも、受給した記憶も無く、審議の結果

に納得できないので、新たな資料の提出等は無いが、再度、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①、②及び③に係る申立てについては、申立人が勤務していたＡ社

による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる上、申立人の健康保

険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示

が記されているとともに、申立期間①、②及び③の脱退手当金は、支給額に計

算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４

か月後の昭和40年９月16日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自

然さはうかがえず、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらないとして、既

に当委員会の決定に基づき、平成21年11月５日付け年金記録の訂正は必要でな

いとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、「脱退手当金を受け取っていないので再度調査して

ほしい。」と主張し、再申立てを行っているが、当該主張のみでは、委員会の

当初の決定を変更すべき新たな事情とは認めることはできない。 

このほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらない

ことから、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認め

ることはできない。



愛知厚生年金 事案 5017 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  平成８年 10月から９年８月まで 

私は、平成８年５月 14 日にＡ社に入社し、資格取得時の標準報酬月額は

12万 6,000円だった。同年 10月の定時決定で９万 2,000円に減額され、そ

の 11か月後に 13万 4,000円に引き上げられている。入社してから給与が下

がったことは無いと思うので、適正な標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、オンライン記録の標準報酬月額が、Ａ社における被保険者資格の

取得時が 12 万 6,000 円であるにもかかわらず、その５か月後の平成８年 10

月の定時決定では９万 2,000円に減額されているが、入社してから給与が下が

ったことは無いので、納得できないとして申し立てている。 

しかし、Ａ社から提出された「健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬決定

通知書」により、申立人の標準報酬月額については、同社からＢ社会保険事務

所（当時）に対し（平成８年９月 17 日付けで受理。）申立人の同年６月（８

万 7,775 円）及び同年７月（９万 7,215 円）の給与額に基づき、同年 10 月か

ら９万 2,000 円とする旨届け出ていること、及びその 11 か月後に再び、同社

から同社会保険事務所に対し（９年９月 25 日付けで受理。）申立人の同年６

月から同年８月までの給与額に基づき、同年９月から 13 万 4,000 円に引き上

げる旨届け出ていることが確認できる。 

また、Ａ社が加入していたＣ健康保険組合は、申立人の申立期間における標

準報酬月額がオンライン記録と同額の９万 2,000円であると回答している。 

さらに、Ａ社は、「採用後、研修等により、残業手当等が当初予定していた

額より少なかったため、定時決定により、資格取得時の標準報酬月額が減額さ

れたのではないかと思う。」と回答しているところ、申立人は、「入社時に、



約２か月間、研修を受けた。」と述べている上、オンライン記録により、同期

入社の同僚 154 人のうち、101 人が、申立人と同様に、平成８年 10 月の定時

決定により、標準報酬月額が減額されていることが確認できる。 

加えて、申立人から提出された平成８年及び９年分の所得税の確定申告書に

は、社会保険料控除額として各種社会保険料の年額が総額で記載されているも

のの、当該年分の各月の給与額について確認できない等の事情により、申立人

が申立期間の給与から控除された厚生年金保険料の額を正確に特定できない。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案5018（事案3587の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

   氏 名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

   住 所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和34年１月頃から36年４月頃まで 

私は、Ａ社の厚生年金保険の被保険者記録が欠落していることを知り、申

立期間に係る年金記録確認の申立てをしたところ、平成22年５月26日付けで

年金記録の訂正は必要でないとする通知文書をもらった。 

しかし、私が名前を記憶している申立期間当時の女子事務員に照会しても

らえば、私が厚生年金保険に加入していたことが証明されると思うので、再

度調査の上、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、同僚の証言から判断して、期間は特定で

きないものの、申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。しかし、同社

は、申立期間当時の関係資料を保存しておらず、当時の事業主も連絡先が明ら

かでないこと、同僚の証言によれば、申立期間当時の同社では従業員全員が厚

生年金保険の被保険者資格を取得する取扱いではなかったこと、申立期間にお

いて同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の整理番号に欠番が無いこと

等から、既に当委員会の決定に基づき、平成22年５月26日付け年金記録の訂正

は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、「申立期間当時の女子事務員に照会してもらえば、

私が厚生年金保険に加入していたことが証明されると思う。」として、再度調

査してほしいと申し立てている。 

しかし、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間において、

申立人が主張する女子事務員の名前は確認できない。 

また、当該被保険者名簿に記載のある複数の同僚に確認するも、申立人が主

張する女子事務員についての証言は得られない。 

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 5019 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

   氏 名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

   住 所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29年３月から 30年２月８日まで 

             ② 昭和 32年 10月から 33年４月まで 

申立期間①については、中学校の推薦で、卒業後すぐにＡ社に就職した。

同社では、16 人ほどの従業員が勤務していた。また、申立期間②について

は、Ｂ事業所に勤務した。同事業所は、Ａ社から西へ 100メートルぐらい行

ったところにあり、６人ほどが働いていた。申立期間①及び②について、厚

生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人のＡ社での仕事内容、勤務した経緯等に係る証

言が具体的であることから、期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務

していたことはうかがえる。 

しかし、Ａ社は、「昭和 30年頃の人事記録等の関係資料は残っておらず、当

時の状況については不明である。」と回答しており、申立人に係る厚生年金保

険の取扱いについて確認できない。 

また、申立人は、「Ａ社には、16 人ほどの従業員が勤務していた。」と主張

しているところ、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿で確認できる申立

期間の被保険者数は９人から 13人であることから、申立期間当時、同社では、

従業員全員に厚生年金保険の被保険者資格を取得させる取扱いではなかった

状況がうかがわれる。 

さらに、申立期間におけるＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、

健康保険整理番号に欠番も無い。 

申立期間②について、申立人が勤務していたと主張しているＢ事業所は、オ

ンライン記録において、厚生年金保険の適用事業所としての記録が確認できな



い。 

また、Ｂ事業所は、申立人の記憶している所在地に係る申立期間当時の電話

帳にも事業所名等の記載が無く、所在が確認できない。 

さらに、Ｂ事業所は、商業登記簿に法人登記の記録が無く、事業主等の連絡

先も明らかでないことから、当時の同事業所における申立人の勤務実態及び厚

生年金保険の取扱いについて確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない上、申立人は、当該期間に

おける同僚の名前等についての記憶が無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案5020 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

   氏    名 ： 女 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

   住    所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和45年10月頃から46年12月頃まで 

私は、申立期間当時、Ａ社に勤務し、給与から厚生年金保険料を控除され

ていたと思う。申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の事業主が、「申立人は、申立期間当時、１年半ほど勤務していた。」と

証言していること、同社から提出された申立人の退職願によれば、申立人は、

昭和46年12月23日に退職したい旨記載されていることから、勤務を開始した時

期は特定できないものの、申立人が同日まで同社に勤務していたことが認めら

れる。 

しかし、オンライン記録及び事業所台帳によれば、Ａ社は、昭和 49 年６月

17 日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間において同社が適

用事業所であった記録は確認できない。 

また、Ａ社の事業主は、「当社は、社会保険の加入が昭和49年６月17日から

なので、申立期間当時、厚生年金保険の適用事業所ではなく、厚生年金保険料

も従業員の給与から控除していない。」と証言している。 

さらに、オンライン記録によれば、Ａ社の事業主及び申立人が記憶している

同僚は、いずれも当該期間における同社の厚生年金保険被保険者記録が確認で

きない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案5021 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

   氏 名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

   住 所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成16年４月から同年８月まで 

年金記録では、平成16年４月から同年８月までの標準報酬月額が13万

4,000円となっているが、給与明細書から分かるように実際の支給額とは異

なっている。正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成16年５月から同年８月までの期間については、申立人

から提出された当該期間に係る給与明細書に記載された総支給額に見合う標

準報酬月額は、申立人が主張するとおり、オンライン記録の標準報酬月額を上

回っていることが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、当該給与

明細書に記載されている厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オン

ライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

申立期間のうち、平成16年４月については、市税事務所が保管する申立人の

給与支払報告書（個人別明細書）に記載された社会保険料等の金額は、当該月

に同年５月と同額の社会保険料が控除されていたとした場合の額とおおむね

一致することから、当該月も、直後の同年５月と同額の厚生年金保険料が控除

されていたことがうかがえる。 

このほか、申立期間において、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく



厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 5022 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

   氏 名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

   住 所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年３月から 16年８月まで 

申立期間に給与から控除されていた厚生年金保険料と、ねんきん定期便の

保険料納付額が異なっており、保険料を返金された記憶も無いので、当該期

間の標準報酬月額を実際の保険料控除額に見合う記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、

平成14年３月から同年６月までは30万円、同年７月から15年８月までは36万円、

同年９月から16年８月までは34万円であることが確認できるところ、申立人は、

「給与賞与明細書の保険料控除額とねんきん定期便の保険料納付額が異なっ

ているので、調査の上、標準報酬月額を訂正してほしい。」と申し立てている。 

しかしながら、申立期間のうち、平成14年７月、同年８月、同年11月から15

年４月までの期間及び同年12月から16年８月までの期間については、申立人か

ら提出された当該期間に係る給与賞与明細書、並びにＡ厚生年金基金から提出

された加入員記録原簿及び回答書により、給与賞与明細書に記載されている

「厚生年金」は、厚生年金保険料と厚生年金基金掛金の合算額であると認めら

れ、オンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料と厚生年金基金掛

金の合算額に一致していることが確認できる。 

また、申立期間のうち、平成14年３月から同年６月までの期間、同年９月及

び同年10月については、申立人から提出された当該期間に係る給与賞与明細書

により、同年３月から同年６月までの４か月間に控除された「厚生年金」の合

計額（15万2,680円）は、オンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料よりも４万8,580円過剰に控除されているものの、同年９月及び同年10月

の「厚生年金」を減額することにより、当該過剰控除分（４万8,580円）が相



殺されていることが確認できる。 

さらに、申立人が給与賞与明細書を所持していない期間（平成15年５月から

同年11月まで）については、当該期間の前後の月の給与賞与明細書の厚生年金

控除額の内訳の状況から判断して、当該期間についても前後の月と同様に、オ

ンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料と厚生年金基金掛金の

合算額を控除されていた可能性が高いと考えられるほか、当該期間について、

申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料が控除されていたこ

とを確認できる周辺事情は見当たらない。 

加えて、Ａ厚生年金基金は、「申立人の標準報酬月額に係る当基金での記録

は、オンライン記録と同じである。」と回答している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 5023 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 35年６月から同年９月まで 

② 昭和 53年４月及び同年５月 

申立期間①については、Ａ社で同職種の同僚に厚生年金保険の被保険者記

録があるにもかかわらず、自分には記録が無いことに納得できない。申立期

間②についても、Ｂ社に勤務していたのに記録が無いことに納得できない。

調査の上、申立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が名前を挙げている同僚の証言から判断して、

申立人がＡ社に勤務していたことはうかがえるものの、当該同僚は、「申立人

が働いていたのは間違いない。それ以外のことは何も覚えていない。」と証言

している。 

また、申立期間①にＡ社において厚生年金保険の被保険者記録のある同僚３

人は、申立人のことを覚えておらず、このうち１人は、「自分の資格取得日は、

入社日とは異なっており、勤務期間も、被保険者期間（１か月）より長く、半

年ぐらいだったように思う。」と証言している。 

さらに、Ａ社は、「申立人の申立期間に係る厚生年金保険の届出、保険料納

付、保険料控除等については、当時の資料が何も残っておらず不明である。」

と回答しており、申立期間①における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の

控除について確認できない。 

加えて、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立期間①におい

て健康保険の整理番号に欠番は見られない。 

申立期間②について、同僚の証言から判断して、申立人は、時期は定かでな



いが、Ｂ社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ｂ社は、「申立期間当時の資料を保存していないため、はっ

きりしたことは言えないが、当時は、無断で出社しなくなる者や、１か月程度

で辞める者が多く、試用期間を設けていたので、申立人についても試用期間中

に辞めた可能性が高い。」と回答している。 

また、申立期間②にＢ社において厚生年金保険の被保険者記録がある同僚で、

連絡が取れた３人のうち、２人は、申立人のことを覚えておらず、残る１人は、

「申立人は、自分と同じ頃にＢ社に入社したが、それ以上のことは何も覚えて

いない。」と証言している。 

さらに、申立期間②前後にＢ社において雇用保険の記録が確認できる同僚４

人については、いずれも雇用保険の資格取得時に厚生年金保険の被保険者資格

を取得していることが確認できるところ、申立人については、同社における雇

用保険の記録が確認できない。 

加えて、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票では、申立期間②に

おいて健康保険の整理番号に欠番は見られない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における勤務実態及び厚生年金保険料

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 5024（事案 1080の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

   住    所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 30年 10月１日から 32年 11月１日まで  

Ａ社に勤務していた期間のうち、昭和 32年１月から同年 11月１日までの

期間について、厚生年金保険の被保険者記録が無いので、厚生年金保険の被

保険者であったことを認めてほしいとして年金記録確認の申立てをしたと

ころ、平成 21年３月 19日付けで、年金記録の訂正は必要でないとする通知

文書をもらった。 

しかし、この決定に納得できない。今回、申立期間を昭和 30年 10月１日

から 32年 11月１日までの 25か月に変更するので、再度調査してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、同僚の証言から判断して、申立人がＡ社

に勤務していたことは推認できるものの、同社の厚生年金保険被保険者台帳記

号番号払出簿の資格取得日も昭和 32年 11月１日と記載されており、申立期間

において資格取得手続が行われたことをうかがわせる事情は確認できないこ

と、同社を吸収合併したＢ社は、「厚生年金保険の適用の基準、保険料控除等

については不明である。」と回答していること、複数の同僚が、「申立期間当時

は、試用期間があり、試用期間中は厚生年金保険に加入していなかった。また、

事故や勤務不良があると、試用期間が延びたり、本採用されなかったりするこ

とがあった。」と証言していること、このほかに申立期間における厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと等

から、既に当委員会の決定に基づき、平成 21 年３月 19日付け年金記録の訂正

は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、「新たな資料等は無いが、Ａ社には、前職を退職し

てから約２か月後に入社したので、申立期間を昭和 30 年 10 月１日から 32 年



11 月１日までの 25 か月に変更して、もう一度調査してほしい。」として、再

度申し立てている。 

しかし、申立人が名前を挙げた同僚のうち、申立人より先にＡ社に入社して

いた同職種の一人は、「申立人のことは覚えていない。自分は昭和 32年３月に

入社したのに、厚生年金保険の被保険者資格取得日は同年５月１日となってお

り、記録の無い２か月間は試用期間であった。」と証言している。 

また、申立人のことを覚えている二人の同僚は、「自分は昭和 32 年６月 15

日に入社したが、資格取得日は２か月半後の同年９月１日になっている。申立

人は、自分より５か月ぐらい後に入社してきた。」、「昭和 32年３月１日に入社

したが、資格取得日は２か月後の同年５月１日になっている。申立人は自分よ

り後に入ってきた。」と証言している。 

このほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 5025 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

   氏 名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和５年生 

   住 所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 21年 12月 25日から 23年３月まで             

私は、Ａ市にあったＢ社に勤務し、製造の仕事をしており、昭和 22 年１

月に同社がＣ市に移転した後も、同じ仕事を 23 年３月まで続けた。移転し

た場所は、Ｄ社の工場があった場所ではないかと思う。申立期間について、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社は、昭和 21 年 12 月 25 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなって

おり、申立期間は適用事業所であった記録が確認できない。 

また、申立人は、昭和 22 年１月にＢ社がＣ市に移転した後も継続して同社

に勤務していたと主張しているが、複数の同僚が、「Ｂ社はＣ市に移転してい

ないと思う。」と証言している。 

さらに、Ｂ社の当時の事業主及び申立人が事業主であったと記憶する取締役

のＥ氏（昭和 22年３月 20日にＢ社取締役を辞任）は既に死亡している上、申

立人が名前を挙げた同僚のＦ氏は死亡、Ｇ氏は人物を特定できず、Ｈ氏は連絡

先が明らかでなく、ほかに申立人を記憶している同僚はいないため、申立人の

申立期間における勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認できない。 

なお、申立人が、Ｂ社がＣ市に移転した後に勤務していたと主張する場所に

は、申立期間当時、厚生年金保険の適用事業所としてＤ社が所在したことが確

認できるが、同社の元社員で調査協力が得られた者のいずれからも、当該所在

地に申立人が勤務していたとする製造の工場が所在した旨の証言は得られな

い。また、同社の申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人

の名前は無く、健康保険整理番号の欠番も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 5026 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住 所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53年６月から 55年８月１日まで 

Ａ事業所には３人目の子供が１歳になる前に就職した。小さな職場だった

ので、社会保険の手続はＢ事業所でしてもらっていた。申立期間について、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ事業所に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日が昭和 53 年４月９日であ

る同僚が、「申立人は自分とちょうど入れ替わりにＡ事業所に入所した。」と証

言していることから、申立人が申立期間においてＡ事業所に勤務していたこと

はうかがわれる。  

しかし、Ｂ事業所は、「当事業所が保管している資料によれば、申立人の厚

生年金保険被保険者資格の取得日は昭和 55 年８月１日となっている。しかし、

当時の担当者に確認が取れないため、当時のことは不明である。」と回答して

いる。 

また、上記同僚は、「申立人の申立期間当時の勤務形態については分からな

い。厚生年金保険の取扱いについても、Ａ事業所に勤務していた期間に自分の

被保険者記録があって驚いたぐらいなので、ほかの人のことは分からない。」

と証言している上、申立人が前任者として名前を挙げた同僚は、「申立人は初

めのうちは非常勤として働いていた。しかし、申立期間当時の勤務形態につい

ては分からない。社会保険の加入については、Ｃ会の代表の人が手続事務を代

行していたＢ事業所に連絡を取ってくれていたので詳しいことは分からな

い。」と証言している。 

さらに、申立人の夫の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立人

は申立期間のうち、昭和 55 年７月１日までは夫の被扶養者であったことが確



認できる。 

加えて、雇用保険の記録によると、申立人のＡ事業所における資格取得日は

昭和 55 年８月１日となっており、厚生年金保険被保険者資格の取得日と一致

している。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 5027 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

   住    所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： ①  平成７年10月１日から11年10月１日まで 

      ②  平成12年４月１日から13年２月１日まで 

私は、Ａ社に在職中、常に25万円以上の給与を受け取っていた。したがっ

て、標準報酬月額が26万円を下回ることは無い。調査の上、申立期間①及び

②の標準報酬月額を26万円に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間①及び②について、Ａ社から毎月25万円以上の給与を

受け取っていたので、標準報酬月額が26万円を下回ることは無い。」と主張し

ている。 

しかし、Ａ社の事業主は、「保険料の滞納額を減らすために、従業員に説明

の上、給与の一部を別支給した。社会保険事務所（当時）には、当該別支給分

を差し引いた金額を標準報酬月額として届け出ていた。また、既に破産廃止し

ており、資料は一切無い。」と証言している。 

また、Ａ社の同僚も、「事業主から、給与額を低くして社会保険事務所に届

出をするとの説明を受け、給与とは別封筒で現金を受給していた。」と証言し

ており、事業主の証言内容と一致している。 

さらに、当該同僚を含む複数の同僚に照会したが、いずれも当時の給与明細

書等の給与額及び保険料控除額を確認できる資料を保管しておらず、申立人の

主張を裏付ける証言は得られなかった。 

加えて、申立人の申立期間②のうち、平成12年８月から13年１月までの期間

については、公共職業安定所から提出された求職者給付の支給台帳の写しに記

載されている賃金日額（7,155円）から推認できる退職前６か月間の給与額（21

万4,650円）は、オンライン記録の標準報酬月額（22万円）とおおむね符合し



ている。 

このほか、申立期間①及び②について、申立人が主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案5028 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

   氏    名 ： 女 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和７年生 

   住    所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： ① 昭和24年11月28日から29年12月26日まで 

② 昭和34年６月19日から36年７月22日まで 

脱退手当金を受け取ったことになっているが、受け取ったことは無いので、

記録を訂正し、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間①に係るものと申立期間②に係るものの

２回にわたり支給されたと記録されているところ、２回とも申立人の意思に反

して請求されるということは考え難い。 

申立期間①について、申立人が勤務していた事業所の健康保険厚生年金保険

被保険者名簿に記載されている女性のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資

格喪失日である昭和29年12月26日の前後２年以内に資格喪失した者54人（受給

資格者54人）の脱退手当金の支給記録を調査したところ、30人について支給記

録が確認でき、そのうち16人は資格喪失日から約６か月以内に支給決定がなさ

れていることを踏まえると、申立人についてもその委任に基づき事業主による

代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳(旧台帳)には、脱退手当金の支給

を意味する「脱」の表示が記されているとともに、保険給付欄に脱退手当金が

支給されたことを示す記載がある上、当該期間の脱退手当金は、支給額に計算

上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

申立期間②について、申立人は、当該期間を含む昭和36年４月から38年９月

までの期間の国民年金保険料を50年３月７日に特例納付しており、その時点で

当該期間を厚生年金保険被保険者期間として認識していたものとは考え難い



上、当該期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務

処理に不自然さはうかがえない。 

このほか、申立期間について、申立人から聴取しても受給した記憶が無いと

いうほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たら

ない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 5029 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

   氏 名 ： 女 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 大正 15年生 

   住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 23年１月２日から 24年４月 10日まで 

           ② 昭和 24年４月 18日から 26年１月 15日まで 

           ③ 昭和 26年９月１日から 33年５月 21日まで 

私は、脱退手当金の手続をした記憶も無く、受給したことも無い。申立期

間①、②及び③について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①、②及び③に係る脱退手当金を請求した記憶が無く、

受給していないとしている。 

しかし、Ａ社Ｂ支店の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和

32 年１月 22 日から 34 年 12 月 20 日までに資格喪失した女性のうち（申立人

は、33年５月 21日資格喪失。）、受給資格を満たした者 119人の脱退手当金の

支給記録を調査したところ、支給記録がある者は 100 人で、そのうち 95 人が

４か月以内に支給決定がなされている上、申立人と同日に資格喪失している

53 人のうち、49 人についても４か月以内に脱退手当金の支給決定がなされて

いることが確認できることから、申立期間③当時の同社に係る脱退手当金の請

求手続については同社による代理請求がなされており、申立人についても、そ

の委任に基づき同社の期間と厚生年金保険の記号番号が同一である申立期間

①及び②を併せて事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考え

られる。 

また、申立人の脱退手当金が支給決定された時期は通算年金通則法施行前で

あり、20 年以上の厚生年金保険被保険者期間がなければ年金は受給できなか

ったことから、申立期間③の事業所を退職後、脱退手当金を受給することに不

自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


